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議案第７９号 

 

   令和４年度西条市一般会計補正予算（第７回）の専決処分について 

 

 令和４年度西条市一般会計補正予算について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第１項の規定により別冊のとおり専決処分したので、同条第３項の規

定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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提案理由 

令和４年度西条市介護保険特別会計補正予算（第３回）の財源を一般会計から繰

り出すため、早急に予算措置することが適当であると判断し、専決処分したので、こ

れを報告し、承認を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （専決処分） 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条ただし書の場合

においてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議

会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決

しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分するこ

とができる。ただし、第１６２条の規定による副知事又は副市町村長の選任の同

意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第２５２条の１９第１項に規定

する指定都市の総合区長の選任の同意については、この限りでない。 

２ （略） 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議におい

てこれを議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

４ （略） 
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議案第８０号 

 

   令和４年度西条市介護保険特別会計補正予算（第３回）の専決処分につ 

いて 

 

 令和４年度西条市介護保険特別会計補正予算について、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項の規定により別冊のとおり専決処分したので、同条第

３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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提案理由 

市指定の小規模多機能型居宅介護事業所内で発生した利用者の転倒による負傷事

故に対する損害賠償請求事件について応訴するため、早急に予算措置することが適当

であると判断し、専決処分したので、これを報告し、承認を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （専決処分） 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第１１３条ただし書の場合

においてなお会議を開くことができないとき、普通地方公共団体の長において議

会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるとき、又は議会において議決すべき事件を議決

しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件を処分するこ

とができる。ただし、第１６２条の規定による副知事又は副市町村長の選任の同

意及び第２５２条の２０の２第４項の規定による第２５２条の１９第１項に規定

する指定都市の総合区長の選任の同意については、この限りでない。 

２ （略） 

３ 前２項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議におい

てこれを議会に報告し、その承認を求めなければならない。 

４ （略） 



5 

議案第８９号 

 

   西条市食の創造館の指定管理者の指定について 

 

 西条市食の創造館の指定管理者を次のように指定する。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

                       西条市長  玉 井 敏 久   
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施設の名称 指定管理者となる団体 指定の期間 

西条市食の創造館 

西条市明屋敷１３１番地２ 

株式会社西条産業情報支援センタ

ー 

代表取締役 越智 三義 

令和５年４月１日から 

令和７年３月３１日まで 
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提案理由 

西条市食の創造館の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４条の２ （略） 

２ （略） 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普

通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第２４４条の４において「指定管

理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ （略） 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当

該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７～１１ （略） 
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議案第９０号 

 

   西条市本谷温泉館の指定管理者の指定について 

 

 西条市本谷温泉館の指定管理者を次のように指定する。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

                       西条市長  玉 井 敏 久   
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施設の名称 指定管理者となる団体 指定の期間 

西条市本谷温泉館 

今治市八町西三丁目６番３０号 

株式会社ありがとうサービス 

代表取締役 井本 雅之 

令和５年４月１日から 

令和８年３月３１日まで 
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提案理由 

西条市本谷温泉館の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４条の２ （略） 

２ （略） 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普

通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第２４４条の４において「指定管

理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ （略） 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当

該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７～１１ （略）    
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議案第９１号 

 

   西条市立西条郷土博物館及び五百亀記念館の指定管理者の指定について 

 

 西条市立西条郷土博物館及び五百亀記念館の指定管理者を次のように指定する。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

                       西条市長  玉 井 敏 久   
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施設の名称 指定管理者となる団体 指定の期間 

西条市立西条郷土

博物館 
西条市明屋敷２３８番地の８ 

公益財団法人愛媛民芸館 

代表理事 真鍋 和年 

令和５年４月１日から 

令和１０年３月３１日ま

で 五百亀記念館 
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提案理由 

西条市立西条郷土博物館及び五百亀記念館の指定管理者を指定するため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を

求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４条の２ （略） 

２ （略） 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普

通地方公共団体が指定するもの（以下本条及び第２４４条の４において「指定管

理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ （略） 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当

該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７～１１ （略）    
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議案第９２号 

 

   字の新設及び小字の廃止について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、次のとお

り字を新設し、及び小字を廃止するものとする。 

 上記の処分は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）の規定による換地処分の

公告があった日の翌日から効力を生ずる。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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字の名称 左記の区域に該当し、小字を廃止する区域 
摘要 

字名 字名 小字名 地番 

氷見上部新開 氷見 字切川道 

 

丙 737 の 1、丙 743 の 1 及

び丙 744 の 3 

これに

伴う道

路、水

路等を

含む。 

  字切川 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丙 804、丙 805、丙 808、丙

810 の 1、丙 810 の 2、丙

811 の 2 から丙 811 の 5 ま

で、丙 811 の 11、丙 813 の

1、丙 814、丙 816 の 1、丙

817 の 1、丙 817 の 2、丙

818 の 1、丙 818 の 2、丙

820 の 1、丙 820 の 2、丙

822、丙 831、丙 832、丙

833 の 1 から丙 833 の 3 ま

で、丙 835 から丙 840 ま

で、丙 841 の 1、丙 841 の

2、丙 842 の 1、丙 843、丙

844 の 1、丙 844 の 3、丙

844 の 4、丙 845、丙 846 の

1、丙 846 の 4、丙 846 の

5、丙 847の 1 から丙 847の

3 まで、丙 848、丙 849 の

1、丙 849 の 2、丙 850 の 1

から丙 850の 3まで、丙 851

の 1、丙 851の 2、丙 852の

1、丙 852 の 3、丙 852 の

5、丙 853 の 1、丙 854 の

1、丙 855 の 1、丙 857 の

1、丙 857 の 3、丙 858 の

1、丙 859 の 1、丙 859 の

2、丙 860、丙 861、丙 862

の 1 から丙 862 の 3 まで、

丙 863、丙 864 の 1 から丙

864 の 4 まで、丙 865、丙

866、丙 867 の 1、丙 867 の 
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   2、丙 868 の 1、丙 868 の

3、丙 868 の 4、丙 869 の

1、丙 869 の 2、丙 870 の 1

から丙 870の 8まで、丙 871

から丙 874 まで、丙 876 の

3、丙 877、丙 878、丙 879

の 1 から丙 879 の 3 まで、

丙 880 の 1、丙 881 の 1 か

ら丙 881 の 3 まで、丙 882

の 1、丙 882の 2、丙 883の

1、丙 883 の 2、丙 884 の 1

から丙 884 の 4 まで、丙

885、丙 886、丙 888 から丙

890 まで、丙 891 の 1、丙

892 の 1、丙 892 の 2、丙

893 の 1、丙 893 の 2、丙

894、丙 895、丙 896 の 1、

丙 897 の 1、丙 897 の 2、

丙 898 の 1、丙 899、丙 900

の 1、丙 900の 4、丙 901の

1 から丙 901 の 4 まで、丙

901 の 6、丙 902 の 2、丙

904 の 2 から丙 904 の 4 ま

で、丙 905、丙 906 の 1、

丙 906 の 2、丙 907 の 1、

丙 908 の 1、丙 908 の 3、

丙 909 の 1、丙 910 の 1、

丙 911、丙 912、丙 913 の 1

及び丙 914 から丙 918 まで 

 

  字上ノ裏 丙 935 の 1、丙 938、丙 939

の 1、丙 940の 1、丙 940の

2、丙 941 の 1、丙 942 の

1、丙 1068、丙 1069、丙

1071、丙 1072、丙 1073 の

1 から丙 1073 の 3 まで、丙

1075 及び丙 1076 
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  字西町 

 

 

丙 1037の 1、丙 1037の 3、

丙 1038、丙 1039 の 1、丙

1040 の 1、丙 1040 の 2 及

び丙 1040 の 4 

 

  字花ノ木下 丙 1041の 1、丙 1041の 2、

丙 1042の 1、丙 1042の 2、

丙 1044、丙 1045 の 1、丙

1045 の 2、丙 1046 の 1 か

ら丙 1046 の 4 まで、丙

1047、丙 1048の 1、丙 1048

の 2、丙 1049 の 1 及び丙

1049 の 2 

 

  字花ノ木 丙 1077、丙 1078、丙 1079

の 1、丙 1080 の 1、丙 1081

の 1、丙 1083、丙 1084、丙

1087 の 1、丙 1087 の 2、丙

1088、丙 1089、丙 1090 の

1、丙 1091 から丙 1098 ま

で及び丙 1101 

 

  字清庵 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丙 1102 から丙 1105 まで、

丙 1108 から丙 1110 まで、

丙 1111の 1、丙 1112の 1、

丙 1113の 1、丙 1114の 1、

丙 1115の 1、丙 1116の 2、

丙 1117の 1、丙 1117の 2、

丙 1118 から丙 1121 まで、

丙 1122の 1、丙 1126の 1、

丙 1126 の 2、丙 1127 の 1

から丙 1127 の 3 まで、丙

1128 の 1 及び丙 1128 の 3 

 

  字山尾下 

 

丙 1150 の 1 から丙 1150 の

3 まで、丙 1151 の 1、丙

1152 の 1 から丙 1152 の 3

まで、丙 1153、丙 1154 の 

1 から丙 1154 の 3 まで、丙 
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   1156 の 1、丙 1157 から丙

1166 まで、 丙 1168、丙

1169、丙 1170の 1、丙 1170

の 2、丙 1171 の 1、丙 1171

の 2、丙 1172 の 1、丙 1172

の 2、丙 1173 の 1、丙 1173

の 2、丙 1174、丙 1175 の

1、丙 1175 の 3、丙 1175 の

4、丙 1210、丙 1211、丙

1213 から丙 1219 まで、丙

1220 の 1、丙 1220 の 2、丙

1221 の 1、丙 1221 の 2、丙

1222 の 1、丙 1222 の 2、丙

1223 の 1、丙 1224、丙

1225、丙 1226 の 1 及び丙

1226 の 3 

 

  字林ノ上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丙 1176の 1、丙 1176の 2、

丙 1178、丙 1179 の 1、丙

1179 の 2、丙 1180 の 1、丙

1180 の 2、丙 1181 の 1、丙

1181 の 2、丙 1182 の 1、丙

1184、丙 1185の 2、丙 1186

の 1、丙 1186 の 2、丙

1187、丙 1188、丙 1205 の

1、丙 1205 の 3、丙 1206、

丙 1209、丙 1227 の 1 及び

丙 1229 の 1 

 

  字山尾西 

 

丙 1290の 1、丙 1292の 1、

丙 1292の 2、丙 1293の 1、

丙 1293の 2、丙 1294の 1、

丙 1294 の 2、丙 1295、丙

1296 の 1 から丙 1296 の 3

まで、丙 1297の 1、丙 1298

の 1、丙 1299 の 1、丙 1300 

の 1、丙 1301 の 1、丙 1301 
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   の 3から丙 1301の 6 まで、

丙 1301 の 8、丙 1301 の

10、丙 1301 の 12、丙 1302

の 1 から丙 1302 の 3 まで

及び丙 1303 の 2 

 

  字山尾 丙 1148 の 1 及び丙 1148 の

2 
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提案理由 

 県営農地整備事業（経営体育成型）が実施された氷見上部地区について、西条市氷

見土地改良区からの申請に基づき、字を新設し、及び小字を廃止するため、議会の議

決を求めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （市町村内の町又は字の区域） 

第２６０条 市町村長は、政令で特別の定めをする場合を除くほか、市町村の区域内

の町若しくは字の区域を新たに画し若しくはこれを廃止し、又は町若しくは字の

区域若しくはその名称を変更しようとするときは、当該市町村の議会の議決を経

て定めなければならない。 

２、３ （略） 
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議案第９３号 

 

西条市個人情報の保護に関する法律施行条例について 

 

西条市個人情報の保護に関する法律施行条例を次のように定める。 

 

令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市個人情報の保護に関する法律施行条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この条例で使用する用語は、法及び個人情報の保護に関する法律施行令（平

成１５年政令第５０７号）で使用する用語の例による。 

２ この条例において「実施機関」とは、市長（水道事業管理者の職務を行う市長を

含む。）、消防長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委

員会及び固定資産評価審査委員会並びに財産区をいう。 

（開示請求に係る手数料等） 

第３条 実施機関に対する法第８９条第２項に規定する開示請求に係る手数料の額は、

無料とする。 

２ 写しの交付を受ける者は、当該写しの作成及び送付に要する費用を負担しなけれ

ばならない。 

（開示決定等の期限） 

第４条 実施機関が行う開示決定等は、開示請求があった日から１４日以内にしなけ

ればならない。ただし、法第７７条第３項の規定により補正を求めた場合にあっ

ては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があ

るときは、同項に規定する期間を３０日以内に限り延長することができる。この

場合において、実施機関は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延

長の理由を書面により通知しなければならない。 

（開示決定等の期限の特例） 

第５条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日

から４４日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著

しい支障が生ずるおそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、実施機関は、

開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等

をし、残りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。

この場合において、実施機関は、同条第１項に規定する期間内に、開示請求者に

対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

（審査会への諮問） 

第６条 法第１０５条第３項において準用する同条第１項の規定による実施機関の諮

問は、西条市情報公開条例（平成１６年西条市条例第１１号）第１７条第１項の
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西条市情報公開・個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に対して行うも

のとする。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取

扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認

めるときは、審査会に諮問することができる。 

(1) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

(2) 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合 

(3) 前２号に掲げるもののほか、実施機関における個人情報の取扱いに関する運

用上の細則を定めようとする場合 

（運用状況の公表） 

第７条 市長は、毎年１回、各実施機関における個人情報保護制度の運用状況につい

て、その概要を公表するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（西条市個人情報保護条例の廃止） 

２ 西条市個人情報保護条例（平成１６年西条市条例第１２号。以下「旧条例」とい

う。）は、廃止する。 

（西条市情報公開条例の一部改正） 

３ 西条市情報公開条例（平成１６年西条市条例第１１号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 実施機関 市長（水道事業管理者

の職務を行う市長を含む。）、消防

長、教育委員会、選挙管理委員会、

監査委員、公平委員会、農業委員

会、固定資産評価審査委員会及び議

会並びに財産区をいう。 

(1) 実施機関 市長（水道事業管理者

の職務を行う市長を含む。）、消防

長、教育委員会、選挙管理委員会、

監査委員、公平委員会、農業委員

会、固定資産評価審査委員会及び議

会      をいう。 

(2)、(3) （略） (2)、(3) （略） 
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（公文書の部分公開） （公文書の部分公開） 

第７条 実施機関は、公開の請求（以下

「公開請求」という。）に係る公文書

に、前条各号のいずれかに該当する情

報が記録されている部分がある場合に

おいて、その部分を容易に、かつ、公

開請求 の趣旨が損なわれない程度に

分離することができるときは、同条の

規定にかかわらず、その部分を除いて

当該公文書を公開するものとする。 

第７条 実施機関は、公開の請求   

          に係る公文書

に、前条各号のいずれかに該当する情

報が記録されている部分がある場合に

おいて、その部分を容易に、かつ、公

開の請求の趣旨が損なわれない程度に

分離することができるときは、同条の

規定にかかわらず、その部分を除いて

当該公文書を公開するものとする。 

（公文書の公開請求の手続） （公文書の公開の請求手続） 

第９条 公開請求          

  は、次に掲げる事項を記載した請

求書を実施機関に提出してしなければ

ならない。 

第９条 公文書の公開を請求しようとす

る者は、次に掲げる事項を記載した請

求書を実施機関に提出  しなければ

ならない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

２ 実施機関は、前項の請求書に形式上

の不備があると認めるときは、公開請

求をしたもの（以下「請求者」とい

う。）に対し、相当の期間を定めて、

その補正を求めることができる。この

場合において、実施機関は、請求者に

対し、補正の参考となる情報を提供す

るよう努めなければならない。 

 

（公文書の公開の決定等） （公文書の公開の決定等） 

第１０条 実施機関は、公開請求があっ

た日から１４日以内に、公開請求  

                 

             に係る公

文書を公開する旨又は公開しない旨の

決定をしなければならない。ただし、

前条第２項の規定により補正を求めた

場合にあっては、当該補正に要した日

数は、当該期間に算入しない。 

第１０条 実施機関は、前条の規定によ

る請求書の提出があったときは、当該

請求書を受理した日の翌日から起算し

て１４日以内に、公開の請求に係る公

文書を公開する旨又は公開しない旨の

決定をしなければならない。 

２ 実施機関は、前項の決定をしたとき ２ 実施機関は、前項の決定をしたとき
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は、請求者            

           に対し速やか

に当該決定の内容を書面により通知し

なければならない。この場合におい

て、公文書の全部又は一部を公開しな

い旨の決定をしたときは、その理由を

付記しなければならない。 

は、公文書の公開を請求したもの（以

下「請求者」という。）に対し速やか

に当該決定の内容を書面により通知し

なければならない。この場合におい

て、公文書の全部又は一部を公開しな

い旨の決定をしたときは、その理由を

付記しなければならない。 

３ 実施機関は、事務処理上の困難その

他正当な理由により、第１項に規定す

る期間内に同項の決定をすることがで

きないときは、同項の規定にかかわら

ず、同項に規定する期間を３０日以内

に限り              

 延長することができる。この場合に

おいて、実施機関は、請求者に対し速

やかに当該延長の期間及び理由を書面

により通知しなければならない。 

３ 実施機関は、やむを得ない理由  

      により、第１項に規定す

る期間内に同項の決定をすることがで

きないときは、同項の規定にかかわら

ず、請求書を受理した日の翌日から起

算して３０日を限度として、その期間

を延長することができる。この場合に

おいて、実施機関は、請求者に対し速

やかに当該延長の期間及び理由を書面

により通知しなければならない。 

４ 実施機関は、第１項の決定をしよう

とする場合において、公開請求 に係

る公文書に第三者に関する情報が記録

されているときは、あらかじめ、当該

第三者の意見を聴くことができる。 

４ 実施機関は、第１項の決定をしよう

とする場合において、公開の請求に係

る公文書に第三者に関する情報が記録

されているときは、あらかじめ、当該

第三者の意見を聴くことができる。 

（公開決定等の期限の特例） （公開決定等の期限の特例） 

第１１条 公開請求に係る公文書が著し

く大量であるため、公開請求があった

日から４４日以内にその全て    

 について公開決定等をすることによ

り事務の遂行に著しい支障が生ずるお

それがある場合には、前条の規定にか

かわらず、実施機関は、公開請求に係

る公文書のうちの相当の部分につき当

該期間内に公開決定等をし、残りの公

文書については相当の期間内に公開決

定等をすれば足りる。この場合におい

て、実施機関は、同条第１項に規定す

第１１条 公開請求に係る公文書が著し

く大量であるため、請求書を受理した

日から起算して６０日以内にそのすべ

てについて公開決定等をすることによ

り事務の遂行に著しい支障が生ずるお

それがある場合には、前条の規定にか

かわらず、実施機関は、公開請求に係

る公文書のうちの相当の部分につき当

該期間内に公開決定等をし、残りの公

文書については相当の期間内に公開決

定等をすれば足りる。この場合におい

て、実施機関は、速やかに     
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る期間内に、請求者に対し次に掲げる

事項を書面により通知しなければなら

ない。 

      請求者に対し次に掲げる

事項を書面により通知しなければなら

ない。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

（西条市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正） 

４ 西条市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年西条市

条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（指定の取消し等） （指定の取消し等） 

第１２条 市長等は、指定管理者が次の

各号のいずれかに該当するときは、そ

の指定を取り消し、又は期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止

を命ずることができる。 

第１２条 市長等は、指定管理者が次の

各号のいずれかに該当するときは、そ

の指定を取り消し、又は期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止

を命ずることができる。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 第１５条           

に規定する個人情報の取扱いに関す

る義務に違反したとき。 

(3) 第１５条（第２項後段を除く。）

に規定する個人情報の取扱いに関す

る義務に違反したとき。 

(4) （略） (4) （略） 

２、３ （略） ２、３ （略） 

（秘密保持義務） （秘密保持義務） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

 ２ 指定管理者又はその管理する公の施

設の業務に従事している者（以下「従

事者」という。）は、西条市個人情報

保護条例（平成１６年西条市条例第１

２号）第１２条第２項に規定する受託

者の義務を遵守し、個人情報が適切に

保護されるよう配慮するとともに、当

該公の施設の管理に関し知り得た秘密

を他に漏らし、又は自己の利益のため

に利用し、若しくは不当な目的に使用
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してはならない。指定管理者の指定の

期間が満了し、若しくは指定を取り消

され、又は従事者の職務を退いた後に

おいても、同様とする。 
  

（経過措置） 

５ 次に掲げる者に係る旧条例第３条第２項、第１２条第２項又は第４１条第３項の

規定によるその業務に関して知り得た旧条例第２条第１号に規定する個人情報

（以下「旧個人情報」という。）の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的

に使用してはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例によ

る。 

(1) この条例の施行の際現に旧条例第２条第５号に規定する実施機関（以下「旧

実施機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前において旧実施機関

の職員であった者のうち、この条例の施行前において旧個人情報の取扱いに従

事していた者 

(2) この条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委託を受け

た業務に従事していた者 

(3) この条例の施行前において指定管理者の管理する公の施設の管理の業務に従

事していた者 

６ この条例の施行の日前に旧条例第１３条、第２５条又は第３１条の規定による請

求がされた場合における旧条例に規定する旧個人情報の開示、訂正及び利用停止

については、なお従前の例による。 

７ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において旧実施機関

が保有していた旧条例第４７条に規定する個人の秘密に属する事項が記載された

公文書に記録されている個人情報を含む情報の集合体であって、一定の事務の目

的を達成するために特定の公文書に記録されている個人情報を電子計算機を用い

て検索することができるように体系的に構成したもの（その全部又は一部を複製

し、又は加工したものを含む。）をこの条例の施行後に提供したときは、２年以下

の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

(1) この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例の施行前に

おいて旧実施機関の職員であった者 

(2) 附則第５項第２号に掲げる者 

(3) 附則第５項第３号に掲げる者 

８ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前において旧

実施機関が保有していた旧個人情報をこの条例の施行後に自己若しくは第三者の

不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０
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万円以下の罰金に処する。 

９ 前２項の規定は、本市の区域外においてこれらの項の罪を犯した者にも適用する。 

１０ この条例の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。 
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提案理由 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第

３７号）の一部が施行されることに伴い、所要の条例を制定しようとするものである。 
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議案第９４号 

 

西条市公共施設再編整備基金条例について 

 

西条市公共施設再編整備基金条例を次のように定める。 

 

令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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西条市公共施設再編整備基金条例 

（設置） 

第１条 公共施設等の再編整備、除却等に要する経費に充てるため、西条市公共施設

再編整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、西条市一般会計歳入歳出予算（以下「予算」と

いう。）に定めるところによる。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法によ

り保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることが

できる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、第１条に規定する経費に充

てるものとする。 

２ 前項の規定による場合のほか、基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、

基金に積み立てることができる。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び

利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する基金の設置の目的を達成するために必要な経費の

財源に充てる場合に限り、これを処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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提案理由 

公共施設等の再編整備、除却等に要する経費に充てるための基金を設置するため、

所要の条例を制定しようとするものである。 

 

関係法令 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（基金） 

第２４１条 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、特定の目的のために

財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するための基金を設けるこ

とができる。 

２～７ （略） 

８ 第２項から前項までに定めるもののほか、基金の管理及び処分に関し必要な事項

は、条例でこれを定めなければならない。 
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議案第９５号 

 

西条市土地開発基金条例の一部を改正する条例について 

 

西条市土地開発基金条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市土地開発基金条例の一部を改正する条例 

西条市土地開発基金条例（平成１６年西条市条例第７７号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（基金の額） （積立て） 

第２条 基金の額は、５億円とする。 第２条 基金として積み立てる額は、土

地開発事業特別会計歳入歳出予算（以

下「予算」という。）に定めるところ

による。 

２ 必要があるときは、土地開発事業特

別会計歳入歳出予算（以下「予算」と

いう。）の定めるところにより、基金

に追加して積み立て、又は基金を処分

することにより、その額を増加し、又

は減少することができる。 

 

３ 前項の規定による基金の処分は、処

分後の基金の額が第１項に定める基金

の額を下回らない範囲内において行う

ことができる。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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提案理由 

西条市土地開発基金の一部を、新たに設置する西条市公共施設再編整備基金の原

資とするため、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第９６号 

 

西条市特別会計条例の一部を改正する条例について 

 

西条市特別会計条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市特別会計条例の一部を改正する条例 

西条市特別会計条例（平成１６年西条市条例第５０号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（設置） （設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２０９条第２項の規定に基

づき、次の各号に掲げる特別会計を当

該各号に定める目的のため設置する。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２０９条第２項の規定に基

づき、次の各号に掲げる特別会計を当

該各号に定める目的のため設置する。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

 (5) 土地開発事業特別会計 公用又は

公共用等に供する土地の取得、造成

又は処分 

(5) （略） (6) （略） 

(6) （略） (7) （略） 

(7) （略） (8) （略） 

(8) （略） (9) （略） 

(9)  （略） (10) （略） 

(10) （略） (11) （略） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（西条市土地開発基金条例の一部改正） 

２ 西条市土地開発基金条例（平成１６年西条市条例第７７号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（基金の額） （基金の額） 

第２条 （略） 第２条 （略） 
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２ 必要があるときは、西条市一般会計

歳入歳出予算   （以下「予算」と

いう。）の定めるところにより、基金

に追加して積み立て、又は基金を処分

することにより、その額を増加し、又

は減少することができる。 

２ 必要があるときは、土地開発事業特

別会計歳入歳出予算（以下「予算」と

いう。）の定めるところにより、基金

に追加して積み立て、又は基金を処分

することにより、その額を増加し、又

は減少することができる。 

３ （略） ３ （略） 

（経過措置） 

３ 西条市土地開発事業特別会計に係る令和４年度の出納整理及び決算の事務につい

ては、この条例による改正後の西条市特別会計条例の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

４ この条例の施行の際この条例による改正前の西条市特別会計条例の規定に基づく

西条市土地開発事業特別会計に属する剰余金、債権、債務及び財産は、西条市一

般会計に帰属するものとする。 
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提案理由 

西条市土地開発事業特別会計を廃止するため、所要の条例改正を行おうとするも

のである。 
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議案第９７号 

 

西条市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例について 

 

西条市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例を次のように定め

る。 

 

令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

（西条市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第１条 西条市職員の定年等に関する条例（平成１６年西条市条例第２６号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

目次  

第１章 総則（第１条）  

第２章 定年制度（第２条―第５条）  

第３章  管理監督職勤務上限年齢制

（第６条―第１１条） 

 

第４章  定年前再任用短時間勤務制

（第１２条・第１３条） 

 

第５章 雑則（第１４条）  

附則  

第１章 総則  

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）第２２条の４第１項及び第

２項、第２２条の５第１項、第２８条

の２、第２８条の５、第２８条の６第

１項から第３項まで並びに第２８条の

７の規定に基づき、職員の定年等に関

し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２８条の

２第１項から第３項まで及び第２８条

の３               

                 

                 

 の規定に基づき、職員の定年等に関

し必要な事項を定めるものとする。 

第２章 定年制度  

第２条 （略） 第２条 （略） 

（定年） （定年） 

第３条 職員の定年は、年齢６５年とす

る。 

第３条 職員の定年は、年齢６０年とす

る。 

（定年による退職の特例） （定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員 第４条 任命権者は、定年に達した職員
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が第２条の規定により退職すべきこと

となる場合において、次に掲げる事由

がある    と認めるときは、同条

の規定にかかわらず、当該職員に係る

定年退職日の翌日から起算して１年を

超えない範囲内で期限を定め、当該職

員を当該定年退職日において従事して

いる職務に従事させるため、引き続き

勤務させることができる。ただし、第

９条第１項から第４項までの規定によ

り異動期間（同条第１項に規定する異

動期間をいう。以下この項及び次項に

おいて同じ。）（同条第１項又は第２項

の規定により延長された異動期間を含

む。）を延長した職員であって、定年

退職日において管理監督職（第６条に

規定する職をいう。以下この条及び次

章において同じ。）を占めている職員

については、第９条第１項又は第２項

の規定により当該異動期間を延長した

場合であって、引き続き勤務させるこ

とについて市長の承認を得たときに限

るものとし、当該期限は、当該職員が

占めている管理監督職に係る異動期間

の末日の翌日から起算して３年を超え

ることができない。 

が第２条の規定により退職すべきこと

となる場合において、次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、  

          その職員に係る

定年退職日の翌日から起算して１年を

超えない範囲内で期限を定め、その職

員を当該             

  職務に従事させるため引き続いて

勤務させることができる。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は

経験を必要とするものであるため、

当該職員の退職により生ずる欠員を

容易に補充することができず公務の

運営に著しい支障が生ずること。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は

経験を必要とするものであるため、

その職員の退職により      

             公務の

運営に著しい支障が生ずるとき。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の

勤務条件に特殊性があるため、当該

職員の退職による欠員を容易に補充

することができず公務の運営に著し

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の

勤務条件に特殊性があるため、その

職員の退職による欠員を容易に補充

することができないとき     
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い支障が生ずること。          。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当

該業務の遂行上重大な障害となる特

別の事情があるため、当該職員の退

職により公務の運営に著しい支障が

生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替がそ

の業務の遂行上重大な障害となる特

別の事情があるため、その職員の退

職により公務の運営に著しい支障が

生ずるとき。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項

の規定により延長された期限が到来す

る場合において、前項各号に掲げる事

由が引き続きある と認めるときは、

市長の承認を得てこれらの期限の翌日

から起算して１年を超えない範囲内で

期限を延長することができる。ただ

し、当該期限は、当該職員に係る定年

退職日（同項ただし書に規定する職員

にあっては、当該職員が占めている管

理監督職に係る異動期間の末日）の翌

日から起算して３年を超えることがで

きない。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項

の規定により延長された期限が到来す

る場合において、前項の事由    

 が引き続き存すると認めるときは、

市長の承認を得て         

      １年を超えない範囲内で

期限を延長することができる。ただ

し、その期限は、その職員に係る定年

退職日              

                 

               の翌

日から起算して３年を超えることがで

きない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職

員を引き続き 勤務させる場合又は前

項の規定により期限を延長する場合に

は、当該職員の同意を得なければなら

ない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職

員を引き続いて勤務させる場合又は前

項の規定により期限を延長する場合に

は、当該職員の同意を得なければなら

ない。 

４ 任命権者は、第１項の規定により引

き続き勤務することとされた職員及び

第２項の規定により期限が延長された

職員について、第１項の期限又は第２

項の規定により延長された期限が到来

する前に第１項各号に掲げる 事由が

なくなった  と認めるときは、当該

職員の同意を得て、期日を定めて当該

期限を繰り上げるものとする    

  。 

４ 任命権者は           

                 

                 

      、第１項の期限又は第２

項の規定により延長された期限が到来

する前に第１項の      事由が

存しなくなったと認めるときは、当該

職員の同意を得て、期日を定めてその

期限を繰り上げて退職させることがで

きる。 

５ （略） ５ （略） 
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第５条 （略） 第５条 （略） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢

制 

 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象と

なる管理監督職） 

 

第６条 法第２８条の２第１項に規定す

る条例で定める職は、次に掲げる職と

する。 

 

(1) 西条市職員の給与に関する条例

(平成１６年西条市条例第４１号)第

１８条に規定する管理職手当の支給

を受ける職 

 

(2) 西条市水道事業企業職員の給与の

種類及び基準に関する条例(平成１６

年西条市条例第１９９号)第４条に規

定する管理職手当の支給を受ける職 

 

（管理監督職勤務上限年齢）  

第７条 法第２８条の２第１項に規定す

る管理監督職勤務上限年齢は、年齢６

０年とする。 

 

（他の職への降任等を行うに当たって

遵守すべき基準） 

 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第

４項に規定する他の職への降任等（以

下この章において「他の職への降任等

」という）を行うに当たっては、法第

１３条、第１５条、第２３条の３、第

２７条第１項及び第５６条に定めるも

ののほか、次に掲げる基準を遵守しな

ければならない。 

 

(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤

務の状況及び職務経験等に基づき、

降任又は転任（降給を伴う転任に限

る。）（以下この条及び第１０条にお
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いて「降任等」という。）をしよう

とする職の属する職制上の段階の標

準的な職に係る法第１５条の２第１

項第５号に規定する標準職務遂行能

力（次条第３項において「標準職務

遂行能力」という。）及び当該降任

等をしようとする職についての適性

を有すると認められる職に、降任等

をすること。 

(2) 人事の計画その他の事情を考慮し

た上で、管理監督職以外の職又は管

理監督職勤務上限年齢が当該職員の

年齢を超える管理監督職のうちでき

る限り上位の職制上の段階に属する

職に、降任等をすること。 

 

(3) 当該職員の他の職への降任等をす

る際に、当該職員が占めていた管理

監督職が属する職制上の段階より上

位の職制上の段階に属する管理監督

職を占める職員（以下この号におい

て「上位職職員」という。）の他の

職への降任等もする場合には、第１

号に掲げる基準に従った上での状況

その他の事情を考慮してやむを得な

いと認められる場合を除き、上位職

職員の降任等をした職が属する職制

上の段階と同じ職制上の段階又は当

該職制上の段階より下位の職制上の

段階に属する職に、降任等をするこ

と。 

 

（管理監督職勤務上限年齢による降任

等及び管理監督職への任用の制限の特

例） 

 

第９条 任命権者は、他の職への降任等

をすべき管理監督職を占める職員につ
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いて、次に掲げる事由があると認める

ときは、当該職員が占める管理監督職

に係る異動期間（当該管理監督職に係

る管理監督職勤務上限年齢に達した日

の翌日から同日以後における最初の４

月１日までの間をいう。以下この章に

おいて同じ。）の末日の翌日から起算

して１年を超えない期間内（当該期間

内に定年退職日がある職員にあって

は、当該異動期間の末日の翌日から定

年退職日までの期間内。第３項におい

て同じ。）で当該異動期間を延長し、

引き続き当該管理監督職を占める職員

に、当該管理監督職を占めたまま勤務

をさせることができる。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は

経験を必要とするものであるため、

当該職員の他の職への降任等により

生ずる欠員を容易に補充することが

できず公務の運営に著しい支障が生

ずること。 

 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の

勤務条件に特殊性があるため、当該

職員の他の職への降任等による欠員

を容易に補充することができず公務

の運営に著しい支障が生ずること。 

 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当

該業務の遂行上重大な障害となる特

別の事情があるため、当該職員の他

の職への降任等により公務の運営に

著しい支障が生ずること。 

 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定

により異動期間（これらの規定により

延長された期間を含む。）が延長され

た管理監督職を占める職員について、
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前項各号に掲げる事由が引き続きある

と認めるときは、市長の承認を得て、

延長された当該異動期間の末日の翌日

から起算して１年を超えない期間内

（当該期間内に定年退職日がある職員

にあっては、延長された当該異動期間

の末日の翌日から定年退職日までの期

間内。第４項において同じ。）で延長

された当該異動期間を更に延長するこ

とができる。ただし、更に延長される

当該異動期間の末日は、当該職員が占

める管理監督職に係る異動期間の末日

の翌日から起算して３年を超えること

ができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異

動期間を延長することができる場合を

除き、他の職への降任等をすべき特定

管理監督職群（職務の内容が相互に類

似する複数の管理監督職であって、こ

れらの欠員を容易に補充することがで

きない年齢別構成その他の特別の事情

がある管理監督職として市長が規則で

定める管理監督職をいう。以下この項

において同じ。）に属する管理監督職

を占める職員について、当該特定管理

監督職群に属する管理監督職の属する

職制上の段階の標準的な職に係る標準

職務遂行能力及び当該管理監督職につ

いての適性を有すると認められる職員

（当該管理監督職に係る管理監督職勤

務上限年齢に達した職員を除く。）の

数が当該管理監督職の数に満たない等

の事情があるため、当該職員の他の職

への降任等により当該管理監督職に生

ずる欠員を容易に補充することができ
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ず業務の遂行に重大な障害が生ずると

認めるときは、当該職員が占める管理

監督職に係る異動期間の末日の翌日か

ら起算して１年を超えない期間内で当

該異動期間を延長し、引き続き当該管

理監督職を占めている職員に当該管理

監督職を占めたまま勤務をさせ、又は

当該職員を当該管理監督職が属する特

定管理監督職群の他の管理監督職に降

任し、若しくは転任することができ

る。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項

の規定により異動期間（これらの規定

により延長された期間を含む。）が延

長された管理監督職を占める職員につ

いて前項に規定する事由があると認め

るとき（第２項の規定により延長され

た当該異動期間を更に延長することが

できるときを除く。）、又は前項若しく

はこの項の規定により異動期間（前３

項又はこの項の規定により延長された

期間を含む。）が延長された管理監督

職を占める職員について前項に規定す

る事由が引き続きあると認めるとき

は、市長の承認を得て、延長された当

該異動期間の末日の翌日から起算して

１年を超えない期間内で延長された当

該異動期間を更に延長することができ

る。 

 

（異動期間の延長等に係る職員の同意

） 

 

第１０条 任命権者は、前条第１項から

第４項までの規定により異動期間を延

長する場合及び同条第３項の規定によ

り他の管理監督職に降任等をする場合
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には、あらかじめ職員の同意を得なけ

ればならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合

の措置） 

 

第１１条 任命権者は、第９条の規定に

より異動期間を延長した場合におい

て、当該異動期間の末日の到来前に当

該異動期間の延長の事由が消滅したと

きは、他の職への降任等をするものと

する。 

 

第４章 定年前再任用短時間勤務

制 

 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用

） 

 

第１２条 任命権者は、年齢６０年に達

した日以後に退職（臨時的に任用され

る職員その他の法律により任期を定め

て任用される職員及び非常勤職員が退

職する場合を除く。）をした者（以下

この条及び次条において「年齢６０年

以上退職者」という。）を、従前の勤

務実績その他の市長が規則で定める情

報に基づく選考により、短時間勤務の

職（当該職を占める職員の１週間当た

りの通常の勤務時間が、常時勤務を要

する職でその職務が当該短時間勤務の

職と同種の職を占める職員の１週間当

たりの通常の勤務時間に比し短い時間

である職をいう。以下この条及び次条

において同じ。）に採用することがで

きる。ただし、年齢６０年以上退職者

がその者を採用しようとする短時間勤

務の職に係る定年退職日相当日（短時

間勤務の職を占める職員が、常時勤務

を要する職でその職務が当該短時間勤
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務の職と同種の職を占めているものと

した場合における定年退職日をいう。

）を経過した者であるときは、この限

りでない。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定

によるほか、組合（地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２８４条第１

項に規定する地方公共団体の組合をい

う。）の年齢６０年以上退職者を、従

前の勤務実績その他の市長が規則で定

める情報に基づく選考により、短時間

勤務の職に採用することができる。 

 

２ 前項の場合においては、前条ただし

書の規定を準用する。 

 

第５章 雑則  

（雑則）  

第１４条 この条例の実施に関し必要な

事項は、別に市長が定める。 

 

附 則 附 則 

３ （略） ３ （略） 

（定年に関する経過措置）  

４ 令和５年４月１日から令和１３年３

月３１日までの間における第３条の規

定の適用については、次の表の左欄に

掲げる期間の区分に応じ、同条中「６

５年」とあるのはそれぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 

令和５年４月１日から令和

７年３月３１日まで 

６１年 

令和７年４月１日から令和

９年３月３１日まで 

６２年 

令和９年４月１日から令和

１１年３月３１日まで 

６３年 

令和１１年４月１日から令 ６４年 

 



58 

和１３年３月３１日まで  
 

（情報の提供及び勤務の意思の確認）  

５ 任命権者は、当分の間、職員（臨時

的に任用される職員その他の法律によ

り任期を定めて任用される職員及び非

常勤職員を除く。以下この項において

同じ。）が年齢６０年に達する日の属

する年度の前年度（以下この項におい

て「情報の提供及び勤務の意思の確認

を行うべき年度」という。）（情報の提

供及び勤務の意思の確認を行うべき年

度に職員でなかった者で、当該情報の

提供及び勤務の意思の確認を行うべき

年度の末日後に採用された職員（異動

等により情報の提供及び勤務の意思の

確認を行うべき年度の末日を経過する

こととなった職員（以下この項におい

て「末日経過職員」という。）を除

く。）にあっては、当該職員が採用さ

れた日から同日の属する年度の末日ま

での期間、末日経過職員にあっては、

当該職員の異動等の日が属する年度

（当該日が年度の初日である場合は、

当該年度の前年度））において、当該

職員に対し、当該職員が年齢６０年に

達する日以後に適用される任用及び給

与に関する措置の内容その他の必要な

情報を提供するものとするとともに、

同日の翌日以後における勤務の意思を

確認するよう努めるものとする。 

 

  

（西条市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第２条 西条市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年西条市条例

第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 
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改正後 改正前 

（任命権者の報告事項） （任命権者の報告事項） 

第３条 前条の規定により人事行政の運

営の状況に関し、任命権者が報告しな

ければならない事項は、職員（臨時的

に任用された職員及び非常勤職員（法

第２２条の４第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員及び法第２２条

の２第１項第２号に掲げる職員を除

く。）を除く。以下同じ。）に係る次に

掲げる事項とする。 

第３条 前条の規定により人事行政の運

営の状況に関し、任命権者が報告しな

ければならない事項は、職員（臨時的

に任用された職員及び非常勤職員（法

第２８条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員及び法第２２条

の２第１項第２号に掲げる職員を除

く。）を除く。以下同じ。）に係る次に

掲げる事項とする。 

(1)～(11) （略） (1)～(11) （略） 

（西条市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第３条 西条市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成１６年西条市条

例第２５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）第２８条第３項及び第４項

の規定に基づき、職員の意に反する降

任、免職、降給及び休職の手続及び効

果並びに失職の特例に関して規定する

ことを目的とする。 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）第２８条第３項及び第４項

の規定に基づき、職員の意に反する降

任、免職   及び休職の手続及び効

果並びに失職の特例に関して規定する

ことを目的とする。 

（降任、免職、降給及び休職の手続） （降任、免職   及び休職の手続） 

第２条 任命権者は、法第２８条第１項

第２号の規定に該当するものとして職

員を降任し、若しくは免職する場合又

は同条第２項第１号の規定に該当する

ものとして職員を休職する場合におい

ては、医師２人を指定してあらかじめ

診断を行わせなければならない。 

第２条 任命権者は、法第２８条第１項

第２号の規定に該当するものとして職

員を降任し、若しくは免職する場合又

は同条第２項第１号の規定に該当する

ものとして職員を休職する場合におい

ては、医師２人を指定してあらかじめ

診断を行わせなければならない。 
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２ 職員の意に反する降任（法第２８条

の２第１項に規定する降任を除く。）、

免職若しくは降給又は休職の処分は、

その旨を記載した書面を当該職員に交

付して行わなければならない。 

２ 職員の意に反する降任若しくは免職

                 

        又は休職の処分は、

その旨を記載した書面を当該職員に交

付して行わなければならない。 

（休職の効果） （休職の効果） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２、３ （略） ２、３ （略） 

４ 法第２２条の２第１項  に規定す

る会計年度任用職員に対する第１項の

規定の適用については、同項中「３年

を超えない範囲内」とあるのは「法第

２２条の２第１項及び第２項の規定に

基づき任命権者が定める任期の範囲内

」とする。 

４ 法第２２条の２第１項規定に規定す

る会計年度任用職員に対する第１項の

規定の適用については、同項中「３年

を超えない範囲内」とあるのは「法第

２２条の２第２項     の規定に

基づき任命権者が定める任期の範囲内

」とする。 

附 則 附 則 

３ （略） ３ （略） 

（降給に関する経過措置）  

４ 当分の間、次の各号に掲げる措置に

ついては、法第２７条第２項の規定に

よる降給とみなす。 

 

(1) 西条市職員の給与に関する条例附

則第１４項の措置 

 

(2) 前号に掲げる措置に相当するもの

で規則で定めるもの 

 

５ 前項各号に掲げる措置の適用を受け

る職員には、規則で定めるところによ

り、当該措置の適用により給料月額が

移動することとなった旨の通知を行う

ものとする。 

 

（西条市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第４条 西条市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１６年西条市条例第２

８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示
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すように改正する。 

改正後 改正前 

（減給の効果） （減給の効果） 

第３条 減給は、１日以上６月以下の期

間、その発令の日に受ける給料及びこ

れに対する地域手当の月額の合計額

（法第２２条の２第１項第１号に掲げ

る職員にあっては、報酬（西条市会計

年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例（令和元年西条市条例第１８

号）第４条及び第６条第２項に規定す

る報酬に限る。） の月額（報酬を日額

又は時間額で定める職員にあっては、

月額に相当する額））の１０分の１以

下に相当する額を減ずるものとする。

この場合において、その減ずる額が現

に受ける給料及びこれに対する地域手

当の合計額の１０分の１に相当する額

を超えるときは、当該額を減ずるもの

とする。 

第３条 減給は、１日以上６月以下の期

間、          給料及びこ

れに対する地域手当の月額の合計額

（法第２２条の２第１項第１号に掲げ

る職員にあっては、報酬（西条市会計

年度任用職員の給与及び費用弁償に関

する条例（令和元年西条市条例第１８

号）第４条及び第６条第２項に規定す

る報酬に限る。））の月額（報酬を日額

又は時間額で定める職員にあっては、

月額に相当する額））の１０分の１以

下に相当する額を減ずるものとする。 

  

（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例の一部改

正） 

第５条 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例（平成

１９年西条市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) 臨時的に任用される職員その他の

法律により任期を定めて任用される

職員              

(1) 臨時的に任用される職員その他の

法律により任期を定めて任用される

職員（地方公務員法（昭和２５年法
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律第２６１号）第２８条の４第１項

及び第２８条の６第１項の規定によ

り採用された者を除く。） 

(2) （略） (2) （略） 

(3) 地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第２２条に規定する条件

付採用になっている職員（規則で定

める職員を除く。） 

(3) 地方公務員法         

     第２２条に規定する条件

付採用になっている職員（規則で定

める職員を除く。） 

(4) （略） (4) （略） 

(5) 西条市職員の定年等に関する条例

第９条第１項から第４項までの規定

により異動期間（これらの規定によ

り延長された期間を含む。）を延長

された管理監督職を占める職員 

 

(6) （略） (5) （略） 

（一般の派遣職員の給与） （一般の派遣職員の給与） 

第４条 派遣職員のうち、企業職員（地

方公営企業等の労働関係に関する法律

（昭和２７年法律第２８９号）第３条

第４号に規定する職員のうち地方公営

企業に勤務する職員をいう。以下同

じ。）である派遣職員及び単純労務職

員（地方公務員法第５７条に規定する

単純な労務に雇用される職員であっ

て、企業職員以外のものをいう。以下

同じ。）である派遣職員以外のもの

（以下第７条までにおいて「一般の派

遣職員」という。）には、その派遣の

期間中、給料、扶養手当、地域手当、

住居手当及び期末手当のそれぞれ１０

０分の１００以内を支給する。 

第４条 派遣職員のうち、企業職員（地

方公営企業等の労働関係に関する法律

（昭和２７年法律第２８９号）第３条

第４号に規定する職員のうち地方公営

企業に勤務する職員をいう。以下同

じ。）である派遣職員及び単純労務職

員（地方公務員法第５７条に規定する

単純な労務に雇用される職員であっ

て、企業職員以外のものをいう。以下

同じ。）である派遣職員以外のもの

（以下第７条までにおいて「一般の派

遣職員」という。）には、その派遣の

期間中、給料、扶養手当     、

住居手当及び期末手当のそれぞれ１０

０分の７０    を支給する。ただ

し、一般の派遣職員の派遣先の勤務に

対して支給される報酬の額が低いと認

められるときは、規則で定めるところ

により、給料、扶養手当、住居手当及
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び期末手当のそれぞれ１００分の７０

を超え１００分の１００以内を支給す

ることができる。 

２ 一般の派遣職員の派遣先の機関の特

殊事情により、給与を支給することが

著しく不適当であると市長が認めると

きは、前項  の規定にかかわらず、

当該一般の派遣職員には給与を支給し

ない。 

２ 一般の派遣職員の派遣先の機関の特

殊事情により、給与を支給することが

著しく不適当であると市長が認めると

きは、前項本文の規定にかかわらず、

当該一般の派遣職員には給与を支給し

ない。 

３ （略） ３ （略） 

（企業職員又は単純労務職員である派

遣職員の給与の種類） 

（企業職員又は単純労務職員である派

遣職員の給与の種類） 

第８条 企業職員又は単純労務職員であ

る派遣職員には、その派遣先の勤務に

対して報酬が支給されないとき、又は

当該勤務に対して支給される報酬の額

が低いと認められるときは、その派遣

の期間中、給料、扶養手当、地域手

当、住居手当及び期末手当を支給す

る。ただし、当該派遣職員の派遣先の

機関の特殊事情により、給与を支給す

ることが著しく不適当であると認めら

れるときは、当該派遣職員には給与を

支給しない。 

第８条 企業職員又は単純労務職員であ

る派遣職員には          

                 

                 

            、その派遣

の期間中、給料、扶養手当     

 、住居手当及び期末手当を支給す

る。ただし、当該派遣職員の派遣先の

機関の特殊事情により、給与を支給す

ることが著しく不適当であると認めら

れるときは、当該派遣職員には給与を

支給しない。 
  

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第６条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成３０年西条市条例第２７

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 
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(1) 臨時的に任用される職員その他の

法律により任期を定めて任用される

職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２２条の４第１項

又は第２２条の５第１項の規定によ

り採用された職員を除く。） 

(1) 臨時的に任用される職員その他の

法律により任期を定めて任用される

職員（地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の４第１項

又は第２８条の６第１項の規定によ

り採用された職員を除く。） 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

(5) 西条市職員の定年等に関する条例

第９条第１項から第４項までの規定

により異動期間（これらの規定によ

り延長された期間を含む。）を延長

された管理監督職を占める職員 

 

(6) （略） (5) （略） 

３ （略） ３ （略） 

（職務に復帰した職員等に関する西条

市職員退職手当条例の特例） 

（職務に復帰した職員等に関する西条

市職員退職手当条例の特例） 

第７条 職員派遣後職務に復帰した職員

が退職した場合（派遣職員がその職員

派遣の期間中に退職した場合を含む。

）における西条市職員退職手当条例

（平成１６年西条市条例第４６号。以

下「退職手当条例」という。）の規定

の適用については、派遣先団体の業務

に係る業務上の傷病又は死亡にあって

は退職手当条例第４条第２項、第５条

第１項及び第６条の４第１項に規定す

る公務上の傷病又は死亡と、当該業務

に係る労働者災害補償保険法第７条第

２項に規定する通勤による傷病にあっ

ては退職手当条例第４条第２項、第５

条第２項及び第６条の４第１項に規定

する通勤による傷病とみなす。 

第７条 職員派遣後職務に復帰した職員

が退職した場合（派遣職員がその職員

派遣の期間中に退職した場合を含む。

）における西条市職員退職手当条例

（平成１６年西条市条例第４６号。以

下「退職手当条例」という。）の規定

の適用については、派遣先団体の業務

に係る業務上の傷病又は死亡にあって

は退職手当条例       第５条

第１項及び第６条の４第１項に規定す

る公務上の傷病又は死亡と、当該業務

に係る労働者災害補償保険法第７条第

２項に規定する通勤による傷病にあっ

ては退職手当条例第４条第２項、第５

条第２項及び第６条の４第１項に規定

する通勤による傷病とみなす。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

（採用された職員に関する退職手当条

例の特例） 

（採用された職員に関する退職手当条

例の特例） 
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第１７条 法第１０条第１項の規定によ

り採用された職員に関する退職手当条

例の規定の適用については、特定法人

の業務に係る業務上の傷病又は死亡に

あっては退職手当条例第４条第２項、

第５条第１項及び第６条の４第１項に

規定する公務上の傷病又は死亡と、当

該業務に係る労働者災害補償保険法第

７条第２項に規定する通勤による傷病

にあっては退職手当条例第４条第２

項、第５条第２項及び第６条の４第１

項に規定する通勤による傷病とみな

す。 

第１７条 法第１０条第１項の規定によ

り採用された職員に関する退職手当条

例の規定の適用については、特定法人

の業務に係る業務上の傷病又は死亡に

あっては退職手当条例       

第５条第１項及び第６条の４第１項に

規定する公務上の傷病又は死亡と、当

該業務に係る労働者災害補償保険法第

７条第２項に規定する通勤による傷病

にあっては退職手当条例第４条第２

項、第５条第２項及び第６条の４第１

項に規定する通勤による傷病とみな

す。 

（西条市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第７条 西条市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１６年西条市条例第３１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（１週間の勤務時間） （１週間の勤務時間） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 法第２２条の４第１項又は第２２条

の５第１項若しくは第２項     

の規定により採用された職員で法第２

２条の４第１項 に規定する短時間勤

務の職を占めるもの（以下「定年前再

任用短時間勤務職員」という。）の勤

務時間は、第１項の規定にかかわら

ず、休憩時間を除き、４週間を超えな

い期間につき１週間当たり１５時間３

０分から３１時間までの範囲内で、任

命権者が定める。 

３ 地方公務員法第２８条の４第１項又

は第２８条の５第１項       

の規定により採用された職員で同法第

２８条の５第１項に規定する短時間勤

務の職を占めるもの（以下「再任用短

時間勤務職員   」という。）の勤

務時間は、第１項の規定にかかわら

ず、休憩時間を除き、４週間を超えな

い期間につき１週間当たり１５時間３

０分から３１時間までの範囲内で、任

命権者が定める。 

４ 育児休業法第１８条第１項又は地方 ４ 育児休業法第１８条第１項    
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公共団体の一般職の任期付職員の採用

に関する法律（平成１４年法律第４８

号）第５条の規定により採用された職

員（以下「任期付短時間勤務職員」と

いう。）の勤務時間は、第１項の規定

にかかわらず、休憩時間を除き、４週

間を超えない期間につき１週間当たり

３１時間までの範囲内で、任命権者が

定める。 

                 

                 

     の規定により採用された職

員（以下「任期付短時間勤務職員」と

いう。）の勤務時間は、第１項の規定

にかかわらず、休憩時間を除き、４週

間を超えない期間につき１週間当たり

３１時間までの範囲内で、任命権者が

定める。 

５ 任命権者は、職務の特殊性又は当該

公署の特殊の必要により前各項に規定

する勤務時間を超えて勤務することを

必要とする職員の勤務時間について、

市長の承認を得て、別に定めることが

できる。この場合において、５２週間

についての勤務時間は、１週間当たり

３８時間４５分（育児短時間勤務職員

等にあっては、当該育児短時間勤務等

の内容に従い、定年前再任用短時間勤

務職員にあっては、１５時間３０分か

ら３１時間まで、任期付短時間勤務職

員にあっては３１時間までの範囲内

で、任命権者が定める時間）とする。 

５ 任命権者は、職務の特殊性又は当該

公署の特殊の必要により前各項に規定

する勤務時間を超えて勤務することを

必要とする職員の勤務時間について、

市長の承認を得て、別に定めることが

できる。この場合において、５２週間

についての勤務時間は、１週間当たり

３８時間４５分（育児短時間勤務職員

等にあっては、当該育児短時間勤務等

の内容に従い、再任用短時間勤務職員

   にあっては、１５時間３０分か

ら３１時間まで、任期付短時間勤務職

員にあっては３１時間までの範囲内

で、任命権者が定める時間）とする。 

（週休日及び勤務時間の割振り） （週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条  日曜日及び土曜日は、週休日

（勤務時間を割り振らない日をいう。

以下同じ。）とする。ただし、任命権

者は、育児短時間勤務職員等について

は、必要に応じ、当該育児短時間勤務

等の内容に従いこれらの日に加えて月

曜日から金曜日までの５日間において

週休日を設けるものとし、定年前再任

用短時間勤務職員及び任期付短時間勤

務職員については、日曜日及び土曜日

に加えて月曜日から金曜日までの５日

第３条  日曜日及び土曜日は、週休日

（勤務時間を割り振らない日をいう。

以下同じ。）とする。ただし、任命権

者は、育児短時間勤務職員等について

は、必要に応じ、当該育児短時間勤務

等の内容に従いこれらの日に加えて月

曜日から金曜日までの５日間において

週休日を設けるものとし、再任用短時

間勤務職員   及び任期付短時間勤

務職員については、日曜日及び土曜日

に加えて月曜日から金曜日までの５日
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間において、週休日を設けることがで

きる。 

間において、週休日を設けることがで

きる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日まで

の５日間において、１日につき７時間

４５分の勤務時間を割り振るものとす

る。ただし、育児短時間勤務職員等に

ついては、１週間ごとの期間につい

て、当該育児短時間勤務等の内容に従

い１日につき７時間４５分を超えない

範囲内で勤務時間を割り振るものと

し、定年前再任用短時間勤務職員及び

任期付短時間勤務職員については、１

週間ごとの期間について、１日につき

７時間４５分を超えない範囲内で勤務

時間を割り振るものとする。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日まで

の５日間において、１日につき７時間

４５分の勤務時間を割り振るものとす

る。ただし、育児短時間勤務職員等に

ついては、１週間ごとの期間につい

て、当該育児短時間勤務等の内容に従

い１日につき７時間４５分を超えない

範囲内で勤務時間を割り振るものと

し、再任用短時間勤務職員   及び

任期付短時間勤務職員については、１

週間ごとの期間について、１日につき

７時間４５分を超えない範囲内で勤務

時間を割り振るものとする。 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 任命権者は、前項の規定により週休

日及び勤務時間の割振りを定める場合

には、規則の定めるところにより、４

週間ごとの期間につき８日の週休日

（育児短時間勤務職員等にあっては８

日以上で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日、定年前再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員に

あっては８日以上の週休日）を設けな

ければならない。ただし、職務の特殊

性又は当該公署の特殊の必要（育児短

時間勤務職員等にあっては、当該育児

短時間勤務等の内容）により、４週間

ごとの期間につき８日（育児短時間勤

務職員等、定年前再任用短時間勤務職

員及び任期付短時間勤務職員にあって

は、８日以上）の週休日を設けること

が困難である職員について、市長と協

議して、規則の定めるところにより、

２ 任命権者は、前項の規定により週休

日及び勤務時間の割振りを定める場合

には、規則の定めるところにより、４

週間ごとの期間につき８日の週休日

（育児短時間勤務職員等にあっては８

日以上で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日、再任用短時間勤務職

員   及び任期付短時間勤務職員に

あっては８日以上の週休日）を設けな

ければならない。ただし、職務の特殊

性又は当該公署の特殊の必要（育児短

時間勤務職員等にあっては、当該育児

短時間勤務等の内容）により、４週間

ごとの期間につき８日（育児短時間勤

務職員等、再任用短時間勤務職員  

 及び任期付短時間勤務職員にあって

は、８日以上）の週休日を設けること

が困難である職員について、市長と協

議して、規則の定めるところにより、
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４週間を超えない期間につき１週間当

たり１日以上の割合で週休日（育児短

時間勤務職員等にあっては、４週間を

超えない期間につき１週間当たり１日

以上の割合で当該育児短時間勤務等の

内容に従った週休日）を設ける場合に

は、この限りでない。 

４週間を超えない期間につき１週間当

たり１日以上の割合で週休日（育児短

時間勤務職員等にあっては、４週間を

超えない期間につき１週間当たり１日

以上の割合で当該育児短時間勤務等の

内容に従った週休日）を設ける場合に

は、この限りでない。 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務

及び時間外勤務の制限） 

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務

及び時間外勤務の制限） 

第８条の２ 任命権者は、小学校就学の

始期に達するまでの子（民法（明治２

９年法律第８９号）第８１７条の２第

１項の規定により職員が当該職員との

間における同項に規定する特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が

裁判所に係属している場合に限る。）

であって、当該職員が現に監護するも

の、児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）第２７条第１項第３号の規定

により同法第６条の４第２号に規定す

る養子縁組里親である職員に委託され

ている児童その他これらに準ずる者と

して規則で定める者を含む。次項及び

第３項並びに次条第１項及び第２項に

おいて同じ。）のある職員（職員の配

偶者で当該子の親であるものが、深夜

（午後１０時から翌日の午前５時まで

の間をいう。以下この項において同

じ。）において常態として当該子を養

育することができるものとして規則で

定める者に該当する場合における当該

職員を除く。）が、規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育するために請

求した場合には、公務の正常な運営を

第８条の２ 任命権者は、小学校就学の

始期に達するまでの子（民法（明治２

９年法律第８９号）第８１７条の２第

１項の規定により職員が当該職員との

間における同項に規定する特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件が

裁判所に係属している場合に限る。）

であって、当該職員が現に監護するも

の、児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）第２７条第１項第３号の規定

により同法第６条の４第２号に規定す

る養子縁組里親である職員に委託され

ている児童その他これらに準ずる者と

して規則で定める者を含む。次項及び

第３項並びに次条第１項及び第２項に

おいて同じ。）のある職員（職員の配

偶者で当該子の親であるものが、深夜

（午後１０時から翌日の午前５時まで

の間をいう。以下この項において同

じ。）において常態として当該子を養

育することができるものとして規則で

定める者に該当する場合における当該

職員を除く。）が、規則で定めるとこ

ろにより、当該子を養育するために請

求した場合には、公務の正常な運営を
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妨げる場合を除き、深夜における勤務

をさせてはならない。 

妨げる場合を除き、深夜における勤務

をさせてはならない。 

２、３ （略） ２、３ （略） 

４ 前３項    の規定は、第１７条

第１項に規定する日常生活を営むのに

支障がある者           

           を介護する職

員について準用する。この場合におい

て、第１項中「小学校就学の始期に達

するまでの子（民法（明治２９年法律

第８９号）第８１７条の２第１項の規

定により職員が当該職員との間におけ

る同項に規定する特別養子縁組の成立

について家庭裁判所に請求した者（当

該請求に係る家事審判事件が裁判所に

係属している場合に限る。）であっ

て、当該職員が現に監護するもの、児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号

）第２７条第１項第３号の規定により

同法第６条の４第２号に規定する養子

縁組里親である職員に委託されている

児童その他これらに準ずる者として規

則で定める者を含む。次項及び第３項

並びに次条第１項及び第２項において

同じ。）のある職員（職員の配偶者で

当該子の親であるものが、深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間を

いう。以下この項において同じ。）に

おいて常態として当該子を養育するこ

とができるものとして規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除

く。）が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育」とあり、第２項中

「３歳に満たない子のある職員が、規

則で定めるところにより、当該子を養

４ 第１項及び前項の規定は、第１７条

第１項に規定する日常生活を営むのに

支障がある者（以下この項において

「要介護者」という。）を介護する職

員について準用する。この場合におい

て、第１項中「小学校就学の始期に達

するまでの子（民法（明治２９年法律

第８９号）第８１７条の２第１項の規

定により職員が当該職員との間におけ

る同項に規定する特別養子縁組の成立

について家庭裁判所に請求した者（当

該請求に係る家事審判事件が裁判所に

係属している場合に限る。）であっ

て、当該職員が現に監護するもの、児

童福祉法（昭和２２年法律第１６４号

）第２７条第１項第３号の規定により

同法第６条の４第２号に規定する養子

縁組里親である職員に委託されている

児童その他これらに準ずる者として規

則で定める者を含む。次項及び第３項

並びに次条第１項及び第２項において

同じ。）のある職員（職員の配偶者で

当該子の親であるものが、深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間を

いう。以下この項において同じ。）に

おいて常態として当該子を養育するこ

とができるものとして規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除

く。）が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育」とあるのは「要介

護者のある職員（ただし、規則で定め

る者に該当する場合における当該職員
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育」とあり、及び前項中「小学校就学

の始期に達するまでの子のある職員

が、規則で定めるところにより、当該

子を養育」とあるのは、「第１７条第

１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者（以下「要介護者）とい

う。」のある職員が、規則で定めると

ころにより、当該要介護者を介護」

と、第１項中「深夜における」とある

のは「深夜（午後１０時から翌日の午

前５時までの間をいう。）における」

と、第２項中「当該請求をした職員の

業務を処理するための措置を講ずるこ

とが著しく困難である」とあるのは

「公務の運営に支障がある」と読み替

えるものとする。 

を除く。）が、規則で定めるところに

より、当該要介護者を介護」と、「深

夜における」とあるのは「深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間を

いう。）における」と、前項中「小学

校就学の始期に達するまでの子のある

職員が、規則で定めるところにより、

当該子を養育」とあるのは「要介護者

のある職員（ただし、規則で定める者

に該当する場合における当該職員を除

く。以下この項において同じ。）が、

規則で定めるところにより、当該要介

護者を介護」           

                 

             と読み替

えるものとする。 

５ 第１項から前項までに規定するもの

のほか、勤務の制限に関する手続その

他の勤務の制限に関し必要な事項は、

規則で定める。 

５ 前４項      に規定するもの

のほか、勤務の制限に関する手続その

他の勤務の制限に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（育児又は介護を行う職員の早出遅出

勤務） 

（育児又は介護を行う職員の早出遅出

勤務） 

第８条の３ 任命権者は、次に掲げる職

員が、規則で定めるところにより、そ

の子を養育するために請求した場合に

は、公務の運営に支障がある場合 を

除き、規則で定めるところにより、当

該職員に当該請求に係る早出遅出勤務

（始業及び終業の時刻を、職員が育児

又は介護を行うものとしてあらかじめ

定められた特定の時刻とする勤務時間

の割振りによる勤務をいう。第３項に

おいて同じ。）をさせるものとする。 

第８条の３ 任命権者は、次に掲げる職

員が、規則で定めるところにより、そ

の子を養育するために請求した場合に

は、公務の正常な運営を妨げる場合を

除き、規則で定めるところにより、当

該職員に当該請求に係る早出遅出勤務

（始業及び終業の時刻を、職員が育児

又は介護を行うものとしてあらかじめ

定められた特定の時刻とする勤務時間

の割振りによる勤務をいう。第３項に

おいて同じ。）をさせるものとする。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

２ 前項の規定は、第１７条第１項に規 ２ 前項の規定は、要介護者を介護する
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定する日常生活を営むのに支障がある

者を介護する職員について準用する。

この場合において、前項中「次に掲げ

る」とあるのは「第１７条第１項に規

定する日常生活を営むのに支障がある

者（以下「要介護者」という。）のあ

る」と、「その子を養育」とあるのは

「当該要介護者を介護」と読み替える

ものとする。 

職員について準用する。この場合にお

いて、前項中「次に掲げる職員が、規

則で定めるところにより、その子を養

育」とあるのは「要介護者のある職員

が規則で定めるところにより、   

                 

                 

 当該要介護者を介護」と読み替える

ものとする。 

３ （略） ３ （略） 

（休日の代休日） （休日の代休日） 

第１０条 任命権者は、職員に祝日法に

よる休日等又は年末年始の休日（以下

この項において「休日」と総称する。

）である勤務日等に割り振られた勤務

時間の全部（次項において「休日の全

勤務時間」という。）について特に勤

務することを命じた場合には、規則の

定めるところにより、当該休日前に、

当該休日に代わる日（次項において

「代休日」という。）として、当該休

日後の勤務日等（第８条の４第１項の

規定により時間外勤務代休時間が指定

された勤務日等及び休日を除く。）を

指定することができる。 

第１０条 任命権者は、職員に祝日法に

よる休日等又は年末年始の休日（以下

この項において「休日」と総称する。

）である勤務日等に割り振られた勤務

時間の全部（次項において「休日の全

勤務時間」という。）について特に勤

務することを命じた場合には、規則の

定めるところにより、当該休日前に、

当該休日に代わる日（次項において

「代休日」という。）として、当該休

日後の勤務日等（第８条の３第１項の

規定により時間外勤務代休時間が指定

された勤務日等及び休日を除く。）を

指定することができる。 

２ （略） ２ （略） 

（年次有給休暇） （年次有給休暇） 

第１２条 年次有給休暇は、一の年ごと

における休暇とし、その日数は、一の

年において、次の各号に掲げる職員の

区分に応じて、当該各号に掲げる日数

とする。 

第１２条 年次有給休暇は、一の年ごと

における休暇とし、その日数は、一の

年において、次の各号に掲げる職員の

区分に応じて、当該各号に掲げる日数

とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる職員以外

の職員 ２０日（育児短時間勤務職

員等、定年前再任用短時間勤務職員

(1) 次号及び第３号に掲げる職員以外

の職員 ２０日（育児短時間勤務職

員等、再任用短時間勤務職員   
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及び任期付短時間勤務職員にあって

は、その者の勤務時間等を考慮し２

０日を超えない範囲内で規則で定め

る日数） 

及び任期付短時間勤務職員にあって

は、その者の勤務時間等を考慮し２

０日を超えない範囲内で規則で定め

る日数） 

(2)、(3) （略） (2)、(3) （略） 

２、３ （略） ２、３ （略） 

（病気休暇） （病気休暇） 

第１３条 病気休暇は、次条     

 に規定するもののほか、職員が負傷

又は疾病のため療養する必要があり、

その勤務しないことがやむを得ないと

認められる場合における休暇とし、そ

の期間は、規則で定める。 

第１３条 病気休暇は、次条及び第１５

条に規定するもののほか、職員が負傷

又は疾病のため療養する必要があり、

その勤務しないことがやむを得ないと

認められる場合における休暇とし、そ

の期間は、規則で定める。 

 （結核療養休暇） 

第１５条 削除 第１５条 結核療養休暇は、職員が結核

性疾患のため療養する必要があり、そ

の勤務しないことがやむを得ないと認

められる場合における休暇とし、その

期間は、１年を超えない範囲内におい

て、療養のため勤務しないことがやむ

を得ないと認められる期間とする。 

（非常勤職員   の勤務時間、休暇

等） 

（会計年度任用職員の勤務時間、休暇

等） 

第１９条 非常勤職員（定年前再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職

員を除く。）の勤務時間、休暇等につ

いては、この条例の規定にかかわら

ず、その職務の性質等を考慮して、規

則の定める基準に従い、任命権者が定

める。 

第１９条 法第２２条の２第１項に規定

する会計年度任用職員       

      の勤務時間、休暇等につ

いては、この条例の規定にかかわら

ず、その職務の性質等を考慮して、規

則の定める基準に従い、任命権者が定

める。 

（西条市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第８条 西条市職員の育児休業等に関する条例（平成１６年西条市条例第３２号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 
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改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児

休業等に関する法律（平成３年法律第

１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第２条第１項、第３条第２項、

第５条第２項、第７条、第８条、第１

０条第１項及び第２項、第１４条及び

第１５条（これらの規定を育児休業法

第１７条において準用する場合を含

む。）、第１７条、第１８条第３項並び

に第１９条第１項及び第２項の規定に

基づき、並びに育児休業法を実施する

ため、職員の育児休業等に関し必要な

事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方公務員の育児

休業等に関する法律（平成３年法律第

１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第２条第１項、第３条第２項、

第５条第２項、第７条、第８条、第１

０条第１項及び第２項、第１４条、第

１５条 （これらの規定を育児休業法

第１７条において準用する場合を含

む。）、第１７条、第１８条第３項並び

に第１９条第１項及び第２項の規定に

基づき、並びに育児休業法を実施する

ため、職員の育児休業等に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（育児休業をすることができない職員

） 

（育児休業をすることができない職員

） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例

で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例

で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 西条市職員の定年等に関する条例

第９条第１項から第４項までの規定

により異動期間（これらの規定によ

り延長された期間を含む。）を延長

された管理監督職を占める職員 

 

(5) （略） (4) （略） 

（育児短時間勤務をすることができな

い職員） 

（育児短時間勤務をすることができな

い職員） 

第１０条 育児休業法第１０条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

第１０条 育児休業法第１０条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 西条市職員の定年等に関する条例  
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第９条第１項から第４項までの規定

により異動期間（これらの規定によ

り延長された期間を含む。）を延長

された管理監督職を占める職員 

（部分休業をすることができない職員

） 

（部分休業をすることができない職員

） 

第１９条 育児休業法第１９条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

第１９条 育児休業法第１９条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤

務時間を考慮して規則で定める非常

勤職員以外の非常勤職員（地方公務

員法第２２条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員（以下

「定年前再任用短時間勤務職員等」

という。）を除く。） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤

務時間を考慮して規則で定める非常

勤職員以外の非常勤職員（地方公務

員法第２８条の５第１項に規定する

短時間勤務の職を占める職員（以下

「再任用短時間勤務職員等   」

という。）を除く。） 

（部分休業承認） （部分休業承認） 

第２０条 部分休業（育児休業法第１９

条第１項に規定する部分休業をいう。

以下同じ。）の承認は、正規の勤務時

間（非常勤職員（定年前再任用短時間

勤務職員等を除く。以下この条におい

て同じ。）にあっては、当該非常勤職

員について定められた勤務時間）の始

め又は終わりにおいて、３０分を単位

として行うものとする。 

第２０条 部分休業（育児休業法第１９

条第１項に規定する部分休業をいう。

以下同じ。）の承認は、正規の勤務時

間（非常勤職員（再任用短時間勤務職

員等   を除く。以下この条におい

て同じ。）にあっては、当該非常勤職

員について定められた勤務時間）の始

め又は終わりにおいて、３０分を単位

として行うものとする。 

２、３ （略） ２、３ （略） 

（西条市職員の修学部分休業に関する条例の一部改正） 

第９条 西条市職員の修学部分休業に関する条例（平成２９年西条市条例第１０号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 
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（給与の取扱い） （給与の取扱い） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 修学部分休業をしている職員に対す

る給与条例第９条第２項第２号の規定

の適用については、同号中「育児短時

間勤務職員等及び定年前再任用短時間

勤務職員」とあるのは、「修学部分休

業（西条市職員の修学部分休業に関す

る条例（平成２９年西条市条例第１０

号）第２条第１項に規定する修学部分

休業をいう。）をしている職員」とす

る。 

２ 修学部分休業をしている職員に対す

る給与条例第９条第２項第２号の規定

の適用については、同号中「育児短時

間勤務職員等及び再任用短時間勤務職

員   」とあるのは、「修学部分休

業（西条市職員の修学部分休業に関す

る条例（平成２９年西条市条例第１０

号）第２条第１項に規定する修学部分

休業をいう。）をしている職員」とす

る。 

（西条市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改

正） 

第１０条 西条市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（平

成１６年西条市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

第５条の３ 休業補償を支給すべき事由

が生じた日が当該休業補償に係る療養

の開始後１年６か月を経過した日以後

の日である場合において、休業補償に

ついて第５条の規定による補償基礎額

が、休業補償を受けるべき職員の当該

休業補償を支給すべき事由が生じた日

の属する年度の４月１日における年齢

に応じて市長が最低限度額として定め

る額に満たないとき又は最高限度額と

して定める額を超えるときは、それぞ

れその定める額を当該休業補償に係る

補償基礎額とする。 

第５条の３ 休業補償を支給すべき事由

が生じた日が当該休業補償に係る療養

の開始後１年６月 を経過した日以後

の日である場合において、休業補償に

ついて第５条の規定による補償基礎額

が、休業補償を受けるべき職員の当該

休業補償を支給すべき事由が生じた日

の属する年度の４月１日における年齢

に応じて市長が最低限度額として定め

る額に満たないとき又は最高限度額と

して定める額を超えるときは、それぞ

れその定める額を当該休業補償に係る

補償基礎額とする。 

２ （略） ２ （略） 

（傷病補償年金） （傷病補償年金） 
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第８条の２ 職員が公務上負傷し、若し

くは疾病にかかり、又は通勤により負

傷し、若しくは疾病にかかり、当該負

傷又は疾病に係る療養の開始後１年６

か月を経過した日において次の各号の

いずれにも該当する場合又は同日後次

の各号のいずれにも該当することとな

った場合には、傷病補償年金として、

その状態が継続している期間、別表第

１に定める傷病等級に応じ、１年につ

き補償基礎額に同表に定める倍数を乗

じて得た金額を毎年支給する。 

第８条の２ 職員が公務上負傷し、若し

くは疾病にかかり、又は通勤により負

傷し、若しくは疾病にかかり、当該負

傷又は疾病に係る療養の開始後１年６

箇月を経過した日において次の各号の

いずれにも該当する場合又は同日後次

の各号のいずれにも該当することとな

った場合には、傷病補償年金として、

その状態が継続している期間、別表第

１に定める傷病等級に応じ、１年につ

き補償基礎額に同表に定める倍数を乗

じて得た金額を毎年支給する。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（介護補償） （介護補償） 

第１０条の２ 傷病補償年金又は障害補

償年金を受ける権利を有する者が、当

該傷病補償年金又は障害補償年金を支

給すべき事由となった障害であって規

則で定める程度のものにより、常時又

は随時介護を要する状態にあり、か

つ、常時又は随時介護を受けている場

合においては、介護補償として、当該

介護を受けている期間、常時又は随時

介護を受ける場合に通常要する費用を

考慮して市長が定める金額を支給す

る。ただし、次に掲げる場合には、そ

の入院し、又は入所している期間につ

いては、介護補償は、行わない。 

第１０条の２ 傷病補償年金又は障害補

償年金を受ける権利を有する者が、当

該傷病補償年金又は障害補償年金を支

給すべき事由となった障害であって規

則で定める程度のものにより、常時又

は随時介護を要する状態にあり、か

つ、常時又は随時介護を受けている場

合においては、介護補償として、当該

介護を受けている期間、常時又は随時

介護を受ける場合に通常要する費用を

考慮して市長が定める金額を支給す

る。ただし、次に掲げる場合には、そ

の入院し、又は入所している期間につ

いては、介護補償は、行わない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第５条第１

１項に規定する障害者支援施設（次

号において「障害者支援施設」とい

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第５条第１

２項に規定する障害者支援施設（次

号において「障害者支援施設」とい
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う。）に入所している場合（同条第

７項に規定する生活介護（次号にお

いて「生活介護」という。）を受け

ている場合に限る。） 

う。）に入所している場合（同条第

６項に規定する生活介護（次号にお

いて「生活介護」という。）を受け

ている場合に限る。） 

(3) （略） (3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（西条市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１１条 西条市職員の給与に関する条例（平成１６年西条市条例第４１号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 

（初任給、昇給及び昇格等の基準） （初任給、昇給及び昇格等の基準） 

第４条  市長は、市の組織に関する法

令、条例、規則及び市の機関の定める

規程の趣旨に従い、及び第３条第２項

の規定に基づく級別職務分類表に適合

するように、かつ、予算の範囲内で職

務の級の定数を設定し、又は改定する

ことができる。 

第４条  市長は、市の組織に関する法

令、条例、規則及び市の機関の定める

規程の趣旨に従い、及び前条第２項 

の規定に基づく級別職務分類表に適合

するように、かつ、予算の範囲内で職

務の級の定数を設定し、又は改定する

ことができる。 

２～１１ （略） ２～１１ （略） 

１２ 法第２２条の４第１項又は第２２

条の５第１項の規定により採用された

職員（以下「定年前再任用短時間勤務

職員」という。）の給料月額は、その

者に適用される給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の欄に掲げる基準給料

月額のうち、その者の属する職務の級

に応じた額に、勤務時間条例第２条第

３項の規定により定められたその者の

勤務時間を同条第１項に規定する勤務

時間で除して得た数（同条第５項の規

定により勤務時間を定められた者にあ

っては、その者の５２週間についての

１２ 法第２８条の４第１項又は第２８

条の５第１項の規定により採用された

職員（以下「再任用職員      

  」という。）の給料月額は、その

者に適用される給料表の再任用職員の

欄に掲げる給料月額のうち、その者の

属する職務の級に応じた      
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１週間当たりの勤務時間を３８時間４

５分で除して得た数）を乗じて得た額

とする。 

                 

                額

とする。 

１３ （略） １３ （略） 

 第４条の２ 法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員

（以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。）の給料月額は、前条第１２項の

規定にかかわらず、同項の規定による

給料月額に、勤務時間条例第２条第３

項又は第４項の規定により定められた

その者の勤務時間を同条第１項に規定

する勤務時間で除して得た数（同条第

５項の規定により勤務時間を定められ

た者にあっては、その者の５２週間に

ついての１週間当たりの勤務時間を３

８時間４５分で除して得た数）を乗じ

て得た額とする。 

（通勤手当） （通勤手当） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前項第２号に掲げる職員 次に掲

げる職員の区分に応じ、支給単位期

間につき、それぞれ次に定める額

（育児短時間勤務職員等及び定年前

再任用短時間勤務職員のうち、支給

単位期間当たりの通勤回数を考慮し

て規則で定める職員にあっては、そ

の額から、その額に規則で定める割

合を乗じて得た額を減じた額） 

(2) 前項第２号に掲げる職員 次に掲

げる職員の区分に応じ、支給単位期

間につき、それぞれ次に定める額

（育児短時間勤務職員等及び再任用

短時間勤務職員   のうち、支給

単位期間当たりの通勤回数を考慮し

て規則で定める職員にあっては、そ

の額から、その額に規則で定める割

合を乗じて得た額を減じた額） 

  ア～ス （略）   ア～ス （略） 
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(3) （略） (3) （略） 

３～８ （略） ３～８ （略） 

第１２条 職員が          

                 

         私傷病のため勤務

しないこと引き続き９０日を超えると

きは、給料の半額を減ずる。ただし、

公務上負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は通勤（地方公務員災害補償法

（昭和４２年法律第１２１号）第２条

第２項及び第３項に規定する通勤をい

う。以下同じ。）により負傷し、若し

くは疾病にかかり勤務しないときは、

この限りでない。 

第１２条 職員が任命権者の承認を得て

結核性疾患のため勤務しないこと引き

続き１年、その他の私傷病のため勤務

しないこと引き続き９０日を超えると

きは、給料の半額を減ずる。ただし、

公務上負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は通勤（地方公務員災害補償法

（昭和４２年法律第１２１号）第２条

第２項及び第３項に規定する通勤をい

う。以下同じ。）により負傷し、若し

くは疾病にかかり勤務しないときは、

この限りでない。 

（時間外勤務手当） （時間外勤務手当） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 育児短時間勤務職員等及び定年前再

任用短時間勤務職員が、正規の勤務時

間が割り振られた日において、正規の

勤務時間を超えてした勤務のうち、そ

の勤務の時間とその勤務をした日にお

ける正規の勤務時間との合計が７時間

４５分に達するまでの間の勤務に対す

る前項の規定の適用については、同項

中「正規の勤務時間外にした次に掲げ

る勤務の区分に応じてそれぞれ１００

分の１２５から１００分の１５０まで

の範囲内で市長が規則で定める割合」

とあるのは「１００分の１００」とす

る。 

２ 育児短時間勤務職員等及び再任用短

時間勤務職員   が、正規の勤務時

間が割り振られた日において、正規の

勤務時間を超えてした勤務のうち、そ

の勤務の時間とその勤務をした日にお

ける正規の勤務時間との合計が７時間

４５分に達するまでの間の勤務に対す

る前項の規定の適用については、同項

中「正規の勤務時間外にした次に掲げ

る勤務の区分に応じてそれぞれ１００

分の１２５から１００分の１５０まで

の範囲内で市長が規則で定める割合」

とあるのは「１００分の１００」とす

る。 

３～７ （略） ３～７ （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 
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３ 定年前再任用短時間勤務職員に対す

る前項の規定の適用については、同項

中「１００分の１２０」とあるのは

「１００分の６７．５」とする。 

３ 再任用職員        に対す

る前項の規定の適用については、同項

中「１００分の１２０」とあるのは

「１００分の６７．５」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第１９条の４ （略） 第１９条の４ （略） 

２  勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額

に、任命権者が市長が規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額

とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額のその者に所

属する次の各号に掲げる職員の区分ご

との総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

２  勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額

に、任命権者が市長が規則で定める基

準に従って定める割合を乗じて得た額

とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額のその者に所

属する次の各号に掲げる職員の区分ご

との総額は、それぞれ当該各号に定め

る額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員以外の職員 当該職員

の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ

ぞれの基準日現在（退職し、又は死

亡した職員にあっては、退職し、又

は死亡した日現在。次項において同

じ。）において受けるべき扶養手当

の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額に１００

分の９５を乗じて得た額の総額 

(1) 前項の職員のうち再任用職員  

      以外の職員 当該職員

の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ

ぞれの基準日現在（退職し、又は死

亡した職員にあっては、退職し、又

は死亡した日現在。次項において同

じ。）において受けるべき扶養手当

の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額に１００

分の９５を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短

時間勤務職員 当該定年前再任用短

時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１

００分の４５を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員  

       当該再任用職員  

      の勤勉手当基礎額に１

００分の４５を乗じて得た額の総額 

３ （略） ３ （略） 

４ 第１９条第５項の規定は、第２項の

勤勉手当基礎額について準用する。こ

の場合において、同条第５項中「前項

」とあるのは「第１９条の４第３項」

と、「合計額に、」とあるのは「給料の

４ 第１９条第５項の規定は、第２項の

勤勉手当基礎額について準用する。こ

の場合において、同条第５項中「前項

」とあるのは「第１９条の４第３項」

と、「合計額  」とあるのは「給料の
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月額に、」と読み替えるものとする。 月額  」と読み替えるものとする。 

５ （略） ５ （略） 

（特定の職員についての適用除外） （特定の職員についての適用除外） 

第１９条の５ （略） 第１９条の５ （略） 

２ 第７条、第８条、第８条の３及び第

１８条の３の規定は、定年前再任用短

時間勤務職員には適用しない。 

２ 第７条から第８条の３まで 及び第

１８条の３の規定は、再任用職員  

      には適用しない。 

附 則 附 則 

１３ （略） １３ （略） 

１４ 当分の間、職員の給料月額は、当

該職員が６０歳に達した日後における

最初の４月１日（附則第１６項におい

て「特定日」という。）以後、当該職

員に適用される給料表の給料月額のう

ち、第３条第３項の規定により当該職

員の属する職務の級並びに第４条第４

項、第５項、第７項及び第８項の規定

により当該職員の受ける号給に応じた

額に１００分の７０を乗じて得た額

（当該額に、５０円未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨て、５０円以上

１００円未満の端数を生じたときはこ

れを１００円に切り上げるものとす

る。）（育児短時間勤務職員等にあって

は、当該額に算出率を乗じて得た額）

とする。 

 

１５ 前項の規定は、次に掲げる職員に

は適用しない。 

 

(1) 臨時的に任用される職員その他の

法律により任期を定めて任用される

職員及び非常勤職員 

 

(2) 西条市職員の定年等に関する条例

（平成１６年西条市条例第２６号）

第４条第１項又は第２項の規定によ
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り勤務している職員（同条例第２条

に規定する定年退職日において前項

の規定が適用されていた職員を除

く。） 

(3) 西条市職員の定年等に関する条例

第９条第１項又は第２項の規定によ

り同条第１項に規定する異動期間

（同項又は同条第２項の規定により

延長された期間を含む。）を延長さ

れた同条例第６条に規定する職を占

める職 

 

１６ 法第２８条の２第４項に規定する

他の職への降任等をされた職員であっ

て、当該他の職への降任等をされた日

（以下この項及び附則第１８項におい

て「異動日」という。）の前日から引

き続き同一の給料表の適用を受ける職

員のうち、特定日に附則第１４項の規

定により当該職員の受ける給料月額

（以下この項において「特定日給料月

額」という。）が異動日の前日に当該

職員が受けていた給料月額に１００分

の７０を乗じて得た額（当該額に、５

０円未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、５０円以上１００円未満の

端数を生じたときはこれを１００円に

切り上げるものとする。以下この項に

おいて「基礎給料月額」という。）に

達しないこととなる職員（市長が規則

で定める職員を除く。）には、当分の

間、特定日以後、附則第１４項の規定

により当該職員の受ける給料月額のほ

か、基礎給料月額と特定日給料月額と

の差額に相当する額を給料として支給

する。 
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１７ 前項の規定による給料の額と当該

給料を支給される職員の受ける給料月

額との合計額が第３条第３項の規定に

より当該職員の属する職務の級におけ

る最高の号給の給料月額を超える場合

における前項の規定の適用について

は、同項中「基礎給料月額と特定日給

料月額」とあるのは、「第３条第３項

の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額と当

該職員の受ける給料月額」とする。 

 

１８ 異動日の前日から引き続き給料表

の適用を受ける職員（附則第１４項の

規定の適用を受ける職員に限り、附則

第１６項に規定する職員を除く。）で

あって、同項の規定による給料を支給

される職員との権衡上必要があると認

められる職員には、当分の間、当該職

員の受ける給料月額のほか、市長が規

則で定めるところにより、前２項の規

定に準じて算出した額を給料として支

給する。 

 

１９ 附則第１６項又は前項の規定によ

る給料を支給される職員以外の附則第

１４項の規定の適用を受ける職員であ

って、任用の事情を考慮して当該給料

を支給される職員との権衡上必要があ

ると認められる職員には、当分の間、

当該職員の受ける給料月額のほか、市

長が規則で定めるところにより、前３

項の規定に準じて算出した額を給料と

して支給する。 

 

２０ 附則第１６項又は前２項の規定に

よる給料を支給される職員に対する第

１９条第５項（第１９条の４第４項に

 



84 

おいて準用する場合を含む。）の規定

の適用については、これらの規定中

「給料の月額」とあるのは、「給料の

月額と附則第１６項、第１８項又は第

１９項の規定による給料の額との合計

額」とする。 

２１ 附則第１４項から前項までに定め

るもののほか、附則第１４項の規定に

よる給料月額、附則第１６項の規定に

よる給料その他附則第１４項から前項

までの規定の施行に関し必要な事項

は、市長が規則で定める。 

 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

行政職給料表 行政職給料表 

職

員

の

区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

８

級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

定

年

前

再

任

用

短

時

間

勤

務

職

員

 

１～

１２

５ 

(略) 

円 円 円 円 円 円 円 円 

職

員

の

区

分 

 職

務

の

級 

１

級 

２

級 

３

級 

４

級 

５

級 

６

級 

７

級 

８

級 

号給 給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

給

料

月

額 

再

任

用

職

員

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１～

１２

５ 

(略) 

円 円 円 円 円 円 円 円 
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以

外 

の

職

員 

         

定

年

前

再

任

用

短

時

間

勤

務

職

員 

 基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

円 円 円 円 円 円 円 円 

１

８

７

，

７

０

０ 

２

１

５

，

２

０

０ 

２

５

５

，

２

０

０ 

２

７

４

，

６

０

０ 

２

８

９

，

７

０

０ 

３

１

５

，

１

０

０ 

３

５

６

，

８

０

０ 

３

８

９

，

９

０

０ 
 

以

外 

の

職

員 

         

再

任

用

職

員 

 

 

 １

８

７

，

７

０

０ 

２

１

５

，

２

０

０ 

２

５

５

，

２

０

０ 

２

７

４

，

６

０

０ 

２

８

９

，

７

０

０ 

３

１

５

，

１

０

０ 

３

５

６

，

８

０

０ 

３

８

９

，

９

０

０ 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

  （西条市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第１２条 西条市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成１６年西条

市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 技能労務職員で常時勤務を要す

るもの及び法第２２条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員

」という。）（以下これらを「職員」と

いう。）の給与は、給料及び手当とす

る。 

第２条 技能労務職員で常時勤務を要す

るもの及び法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員

                 

     （以下    「職員」と

いう。）の給与は、給料及び手当とす

る。 

２ （略） ２ （略） 
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（給与の減額） （給与の減額） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２、３ （略） ２、３ （略） 

４ 職員が修学部分休業（当該職員が大

学その他の教育施設における修学のた

め１週間の勤務時間の一部を勤務しな

いことをいう。）         

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

               の承

認を受けて勤務しない場合には、第１

項の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

４ 職員が修学部分休業（当該職員が大

学その他の教育施設における修学のた

め１週間の勤務時間の一部を勤務しな

いことをいう。）又は高齢者部分休業

（当該職員が西条市職員の高齢者部分

休業に関する条例（平成２９年西条市

条例第１１号）第２条第３号に定める

年齢に達した日以後の日で申請におい

て示した日から当該職員に係る定年退

職日（西条市職員の定年等に関する条

例（平成１６年西条市条例第２６号）

第２条に規定する定年退職日をいう。

）までの期間中、１週間の勤務時間の

一部を勤務しないことをいう。）の承

認を受けて勤務しない場合には、第１

項の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

（特定の職員についての適用除外） （特定の職員についての適用除外） 

第１７条 第４条、第４条の３及び第１

４条の規定は、地方公務員の育児休業

等に関する法律第１８条第１項の規定

により任期を定めて採用された職員又

は定年前再任用短時間勤務職員   

                 

   には適用しない。 

第１７条 第４条、第４条の２及び第１

４条の規定は、地方公務員の育児休業

等に関する法律第１８条第１項の規定

により任期を定めて採用された職員又

は法第２８条の４第１項若しくは第２

８条の５第１項の規定により採用され

た職員には適用しない。 

（西条市職員退職手当条例の一部改正） 

第１３条 西条市職員退職手当条例（平成１６年西条市条例第４６号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 
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改正後 改正前 

（退職手当の支給） （退職手当の支給） 

第２条 この条例の規定による退職手当

は、前条に規定する職員のうち常時勤

務に服することを要するもの（   

                 

                 

以下「職員」という。）が退職した場

合に、その者（死亡による退職の場合

には、その遺族）に支給する。 

第２条 この条例の規定による退職手当

は、前条に規定する職員のうち常時勤

務に服することを要するもの（法第２

８条の４第１項又は第２８条の５第１

項の規定により採用された者を除く。

以下「職員」という。）が退職した場

合に、その者（死亡による退職の場合

には、その遺族）に支給する。 

２ 職員以外の者のうち、職員について

定められている勤務時間以上勤務した

日（法令又は条例若しくはこれに基づ

く規則により、勤務を要しないことと

され、又は休暇を与えられた日を含

む。第１０条第２項において「勤務日

数」という。）が１８日（１月間の日

数（西条市の休日を定める条例（平成

１６年西条市条例第２号）第１条第１

項各号に掲げる日の日数は、算入しな

い。）が２０日に満たない日数の場合

にあっては、１８日から２０日と当該

日数との差に相当する日数を減じた日

数。第１０条第２項において「職員み

なし日数」という。）以上ある月が引

き続いて１２月を超えるに至ったもの

で、その超えるに至った日以後引き続

き当該勤務時間により勤務することと

されているものは、職員とみなして、

この条例（第４条中１１年以上２５年

未満の期間勤続した者の通勤による負

傷又は病気（以下「傷病」という。）

による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分並びに第５条中公務上

の傷病又は死亡による退職に係る部分

２ 職員以外の者のうち、職員について

定められている勤務時間以上勤務した

日（法令又は条例若しくはこれに基づ

く規則により、勤務を要しないことと

され、又は休暇を与えられた日を含

む。               

     ）が１８日       

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

          以上ある月が引

き続いて１２月を超えるに至ったもの

で、その超えるに至った日以後引き続

き当該勤務時間により勤務することと

されているものは、職員とみなして、

この条例（第４条中１１年以上２５年

未満の期間勤続した者の通勤による負

傷又は病気（以下「傷病」という。）

による退職及び死亡による退職に係る

部分以外の部分並びに第５条中公務上

の傷病又は死亡による退職に係る部分
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並びに２５年以上勤続した者の通勤に

よる傷病による退職及び死亡による退

職に係る部分以外の部分を除く。）の

規定を適用する。ただし、法第２２条

の２第１項第１号に掲げる職員につい

ては、この限りでない。 

並びに２５年以上勤続した者の通勤に

よる傷病による退職及び死亡による退

職に係る部分以外の部分を除く。）の

規定を適用する。ただし、法第２２条

の２第１項第１号に掲げる職員につい

ては、この限りでない。 

（１１年以上２５年未満勤続後の定年

退職等の場合の退職手当の基本額） 

（１１年以上２５年未満勤続後の定年

退職等の場合の退職手当の基本額） 

第４条 １１年以上２５年未満の期間勤

続した者であって、次に掲げるものに

対する退職手当の基本額は、退職日給

料月額に、その者の勤続期間の区分ご

とに当該区分に応じた割合を乗じて得

た額の合計額とする。 

第４条 １１年以上２５年未満の期間勤

続した者であって、次に掲げるものに

対する退職手当の基本額は、退職日給

料月額に、その者の勤続期間の区分ご

とに当該区分に応じた割合を乗じて得

た額の合計額とする。 

(1) 法第２８条の６第１項の規定によ

り退職した者（法第２８条の７第１

項の期限又は同条第２項の規定によ

り延長された期限の到来により退職

した者を含む。）又はこれに準ずる

他の法令の規定により退職した者 

(1) 法第２８条の２第１項の規定によ

り退職した者（法第２８条の３第１

項の期限又は同条第２項の規定によ

り延長された期限の到来により退職

した者を含む。）又はこれに準ずる

他の法令の規定により退職した者 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

(5) 一般職の職員から引き続き常勤の

特別職の職員      となるた

め退職した者 

(5) 一般職の職員から引き続き常勤の

特別職の職員又は教育委員となるた

め退職した者 

２、３ （略） ２、３ （略） 

（２５年以上勤続後の定年退職等の場

合の退職手当の基本額） 

（２５年以上勤続後の定年退職等の場

合の退職手当の基本額） 

第５条 次に掲げる者に対する退職手当

の基本額は、退職日給料月額に、その

者の勤続期間の区分ごとに当該区分に

応じた割合を乗じて得た額の合計額と

する。 

第５条 次に掲げる者に対する退職手当

の基本額は、退職日給料月額に、その

者の勤続期間の区分ごとに当該区分に

応じた割合を乗じて得た額の合計額と

する。 

(1) ２５年以上勤続し、法第２８条の

６第１項の規定により退職した者

(1) ２５年以上勤続し、法第２８条の

２第１項の規定により退職した者
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（法第２８条の７第１項の期限又は

同条第２項の規定により延長された

期限の到来により退職した者を含

む。）又はこれに準ずる他の法令の

規定により退職した者 

（法第２８条の３第１項の期限又は

同条第２項の規定により延長された

期限の到来により退職した者を含

む。）又はこれに準ずる他の法令の

規定により退職した者 

(2)～(7) （略） (2)～(7) （略） 

(8) 一般職の職員から引き続き常勤の

特別職の職員      となるた

め退職した者 

(8) 一般職の職員から引き続き常勤の

特別職の職員又は教育委員となるた

め退職した者 

２ 前項の規定は、２５年以上勤続した

者で、通勤による傷病により退職し、

死亡により退職し、又は定年に達した

日以後その者の非違によることなく退

職した者（同項の規定に該当する者を

除く。）に対する退職手当の基本額に

ついて準用する。 

２ 前項の規定は、２５年以上勤続した

者で、通勤による傷病により退職し、

死亡により退職し、又は定年に達した

日以後その者の非違によることなく退

職した者（前項の規定に該当する者を

除く。）に対する退職手当の基本額に

ついて準用する。 

３ （略） ３ （略） 

（定年前早期退職者に対する退職手当

の基本額に係る特例） 

（定年前早期退職者に対する退職手当

の基本額に係る特例） 

第５条の３ 第４条第１項第４号及び第

５条第１項（第１号及び第５号を除

く。）に規定する者のうち、定年に達

する日から６月前までに退職した者で

あって、その勤続期間が２０年以上で

あり、かつ、その年齢が退職の日にお

いて定められているその者に係る定年

から２０年を減じた年齢以上であるも

のに対する第４条第１項、第５条第１

項及び前条第１項の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。 

第５条の３ 第４条第１項第４号及び第

５条第１項（第１号及び第５号を除

く。）に規定する者のうち、定年に達

する日から６月前までに退職した者で

あって、その勤続期間が２０年以上で

あり、かつ、その年齢が退職の日にお

いて定められているその者に係る定年

から１５年を減じた年齢以上であるも

のに対する第４条第１項、第５条第１

項及び前条第１項の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。 

（略） 
 

（略） 
 

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額） 
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第６条の４ 退職した者に対する退職手

当の調整額は、その者の基礎在職期間

（第５条の２第２項に規定する基礎在

職期間をいう。以下同じ。）の初日の

属する月からその者の基礎在職期間の

末日の属する月までの各月（法第２７

条及び第２８条の規定による休職（公

務上の傷病による休職、通勤による傷

病による休職及び職員を地方住宅供給

公社法（昭和４０年法律第１２４号）

に規定する地方住宅供給公社、地方道

路公社法（昭和４５年法律第８２号）

に規定する地方道路公社若しくは公有

地の拡大の推進に関する法律（昭和４

７年法律第６６号）に規定する土地開

発公社（以下「地方公社」という。）

又は国家公務員退職手当法施行令（昭

和２８年政令第２１５号）第６条に規

定する法人（退職手当（これに相当す

る給与を含む。）に関する規程におい

て、職員が地方公社又はその法人の業

務に従事するために休職され、引き続

いて地方公社又はその法人に使用され

る者となった場合におけるその者の在

職期間の計算については、地方公社又

はその法人に使用される者としての在

職期間はなかったものとすることと定

めているものに限る。以下「休職指定

法人」という。）の業務に従事させる

ための休職を除く。）、法第２９条の規

定による停職その他これらに準ずる事

由により現実に職務に従事することを

要しない期間のある月（現実に職務に

従事することを要する日のあった月を

除く。第７条第４項において「休職月

第６条の４ 退職した者に対する退職手

当の調整額は、その者の基礎在職期間

（第５条の２第２項に規定する基礎在

職期間をいう。以下同じ。）の初日の

属する月からその者の基礎在職期間の

末日の属する月までの各月（法第２７

条及び第２８条の規定による休職（公

務上の傷病による休職、通勤による傷

病による休職及び職員を地方住宅供給

公社法（昭和４０年法律第１２４号）

に規定する地方住宅供給公社、地方道

路公社法（昭和４５年法律第８２号）

に規定する地方道路公社若しくは公有

地の拡大の推進に関する法律（昭和４

７年法律第６６号）に規定する土地開

発公社（以下「地方公社」という。）

又は国家公務員退職手当法施行令（昭

和２８年政令第２１５号）第６条に規

定する法人（退職手当（これに相当す

る給与を含む。）に関する規程におい

て、職員が地方公社又はその法人の業

務に従事するために休職され、引き続

いて地方公社又はその法人に使用され

る者となった場合におけるその者の在

職期間の計算については、地方公社又

はその法人に使用される者としての在

職期間はなかったものとすることと定

めているものに限る。以下「休職指定

法人」という。）の業務に従事させる

ための休職を除く。）、法第２９条の規

定による停職その他これらに準ずる事

由により現実に職務に従事することを

要しない期間のある月（現実に職務に

従事することを要する日のあった月を

除く。以下        「休職月
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等」という。）のうち規則で定めるも

のを除く。）ごとに当該各月にその者

が属していた次の各号に掲げる職員の

区分に応じて当該各号に定める額（以

下この項及び第５項において「調整月

額」という。）のうちその額が最も多

いものから順次その順位を付し、その

第１順位から第６０順位までの調整月

額（当該各月の月数が６０月に満たな

い場合には、当該各月の調整月額）を

合計した額とする。 

等」という。）のうち規則で定めるも

のを除く。）ごとに当該各月にその者

が属していた次の各号に掲げる職員の

区分に応じて当該各号に定める額（以

下            「調整月

額」という。）のうちその額が最も多

いものから順次その順位を付し、その

第１順位から第６０順位までの調整月

額（当該各月の月数が６０月に満たな

い場合には、当該各月の調整月額）を

合計した額とする。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（一般の退職手当の額に係る特例） （一般の退職手当の額に係る特例） 

第６条の５ （略） 第６条の５ （略） 

２ 前項の「基本給月額」とは、西条市

職員の給与に関する条例（平成１６年

西条市条例第４１号）の規定による給

料表が適用される職員については、給

料、扶養手当及び地域手当の月額の合

計額とし、その他の職員については、

この基本給月額に準じて規則で定める

額とする。 

２ 前項の「基本給月額」とは、西条市

職員の給与に関する条例（平成１６年

西条市条例第４１号）の規定による給

料表が適用される職員については、給

料及び扶養手当     の月額の合

計額とし、その他の職員については、

この基本給月額に準じて規則で定める

額とする。 

（勤続期間の計算） （勤続期間の計算） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項に規定する職員としての引き

続いた在職期間には、職員以外の地方

公務員又は国家公務員（国家公務員退

職手当法（昭和２８年法律第１８２号

）第２条に規定する者をいう。以下同

じ。）（以下「職員以外の地方公務員等

」と総称する。）が引き続いて職員と

なったときにおけるその者の職員以外

５ 第１項に規定する職員としての引き

続いた在職期間には、職員以外の地方

公務員又は国家公務員（国家公務員退

職手当法（昭和２８年法律第１８２号

）第２条に規定する者をいう。以下同

じ。）（以下「職員以外の地方公務員等

」と総称する。）が引き続いて職員と

なったときにおけるその者の職員以外



92 

の地方公務員等としての引き続いた在

職期間を含むものとする。この場合に

おいて、その者の職員以外の地方公務

員等としての引き続いた在職期間につ

いては、前各項の規定を準用して計算

するほか、次の各号に掲げる期間をそ

の者の職員以外の地方公務員等として

の引き続いた在職期間として計算する

ものとする。ただし、退職により、こ

の条例の規定による退職手当に相当す

る給与の支給を受けているときは、当

該給与の計算の基礎となった在職期間

（当該給与の計算の基礎となるべき在

職期間がその者が在職した地方公共団

体等の退職手当に関する規定又は特定

地方独立行政法人（地方独立行政法人

法（平成１５年法律第１１８号）第２

条第２項に規定する特定地方独立行政

法人をいう。以下同じ。）の退職手当

の支給の基準（同法第４８条第２項又

は第５１条第２項に規定する基準をい

う。以下同じ。）において明確に定め

られていない場合においては、当該給

与の額を退職の日におけるその者の給

料月額で除して得た数に１２を乗じて

得た数（１未満の端数を生じたとき

は、その端数を切り捨てる。）に相当

する月数）は、その者の職員としての

引き続いた在職期間には含まないもの

とする。 

の地方公務員等としての引き続いた在

職期間を含むものとする。この場合に

おいて、その者の職員以外の地方公務

員等としての引き続いた在職期間につ

いては、前各項の規定を準用して計算

するほか、次の各号に掲げる期間をそ

の者の職員以外の地方公務員等として

の引き続いた在職期間として計算する

ものとする。ただし、退職により、こ

の条例の規定による退職手当に相当す

る給与の支給を受けているときは、当

該給与の計算の基礎となった在職期間

（当該給与の計算の基礎となるべき在

職期間がその者が在職した地方公共団

体等の退職手当に関する規定又は特定

地方独立行政法人（地方独立行政法人

法（平成１５年法律第１１８号）第２

条第２項に規定する特定地方独立行政

法人をいう。以下同じ。）の退職手当

の支給の基準（同法第４８条第２項又

は第５１条第２項に規定する基準をい

う。以下同じ。）において明確に定め

られていない場合においては、当該給

与の額を退職の日におけるその者の給

料月額で除して得た数に１２を乗じて

得た数（１未満の端数を生じたとき

は、その端数を切り捨てる。）に相当

する月数）は、その者の職員としての

引き続いた在職期間には含まないもの

とする。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 特定地方公務員又は国家公務員

が、任命権者又はその委任を受けた

者の要請に応じ、引き続いて公庫等

で、退職手当に関する規程におい

(3) 特定地方公務員又は国家公務員

が、任命権者又はその委任を受けた

者の要請に応じ、引き続いて公庫等

で、退職手当に関する規程におい
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て、地方公務員又は他の一般地方独

立行政法人等職員が、任命権者若し

くはその委任を受けた者又は一般地

方独立行政法人等の要請に応じ、退

職手当を支給されないで、引き続い

て当該公庫等に使用される者となっ

た場合に、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員としての勤

続期間を当該公庫等に使用される者

としての勤続期間に通算することと

定めているもの         

            に使用さ

れる者（役員及び常時勤務に服する

ことを要しない者を除く。以下「特

定公庫等職員」という。）となるた

め退職し、かつ、引き続き特定公庫

等職員として在職した後引き続いて

再び特定地方公務員又は国家公務員

となるため退職し、かつ、引き続き

職員以外の地方公務員等として在職

した後更に引き続いて職員となった

場合においては、先の職員以外の地

方公務員等としての引き続いた在職

期間の始期から後の職員以外の地方

公務員等としての引き続いた在職期

間の終期までの期間 

て、地方公務員又は他の一般地方独

立行政法人等職員が、任命権者若し

くはその委任を受けた者又は一般地

方独立行政法人等の要請に応じ、退

職手当を支給されないで、引き続い

て当該公庫等に使用される者となっ

た場合に、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員としての勤

続期間を当該公庫等に使用される者

としての勤続期間に通算することと

定めているもの（以下「通算制度を

有する公庫等」という。）に使用さ

れる者（役員及び常時勤務に服する

ことを要しない者を除く。以下「特

定公庫等職員」という。）となるた

め退職し、かつ、引き続き特定公庫

等職員として在職した後引き続いて

再び特定地方公務員又は国家公務員

となるため退職し、かつ、引き続き

職員以外の地方公務員等として在職

した後更に引き続いて職員となった

場合においては、先の職員以外の地

方公務員等としての引き続いた在職

期間の始期から後の職員以外の地方

公務員等としての引き続いた在職期

間の終期までの期間 

(4)～(7) （略） (4)～(7) （略） 

６～９ （略） ６～９ （略） 

（定年前に退職する意思を有する職員

の募集等） 

（定年前に退職する意思を有する職員

の募集等） 

第８条の２ 任命権者は、定年前に退職

する意思を有する職員の募集であっ

て、次に掲げるものを行うことができ

る。 

第８条の２ 任命権者は、定年前に退職

する意思を有する職員の募集であっ

て、次に掲げるものを行うことができ

る。 

(1) 職員の年齢別構成の適正化を図る (1) 職員の年齢別構成の適正化を図る



94 

ことを目的とし、定年から２０年を

減じた年齢以上の年齢である職員を

対象として行う募集 

ことを目的とし、定年から１５年を

減じた年齢以上の年齢である職員を

対象として行う募集 

(2) （略） (2) （略） 

２～１７ （略） ２～１７ （略） 

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員とし

ての勤続期間をいう。この場合におい

て、当該勤続期間に係る職員となった

日前に職員又は職員以外の者で勤務日

数が職員みなし日数        

                 

                 

                 

         以上ある月が１月

以上あるもの（季節的業務に４か月以

内の期間を定めて雇用され、又は季節

的に４か月以内の期間を定めて雇用さ

れていた者にあっては、引き続き当該

所定の期間を超えて勤務したものに限

る。）であった者（以下この項におい

て「職員等」という。）であったこと

があるものについては、当該職員等で

あった期間を含むものとし、当該勤続

期間又は当該職員等であった期間に次

の各号に掲げる期間が含まれていると

きは、当該各号に掲げる期間に該当す

る全ての期間を除く。 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員とし

ての勤続期間をいう。この場合におい

て、当該勤続期間に係る職員となった

日前に職員又は職員以外の者で職員に

ついて定められている勤務時間以上勤

務した日（法令又は条例若しくはこれ

に基づく規則により、勤務を要しない

こととされ、又は休暇を与えられた日

を含む。）が１８日以上ある月が１月

以上あるもの（季節的業務に４箇月以

内の期間を定めて雇用され、又は季節

的に４箇月以内の期間を定めて雇用さ

れていた者にあっては、引き続き当該

所定の期間を超えて勤務したものに限

る。）であった者（以下この項におい

て「職員等」という。）であったこと

があるものについては、当該職員等で

あった期間を含むものとし、当該勤続

期間又は当該職員等であった期間に次

の各号に掲げる期間が含まれていると

きは、当該各号に掲げる期間に該当す

る全ての期間を除く。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

３ （略） ３ （略） 

４ 第１項及び前項の規定による退職手

当の支給に係る退職が定年に達したこ

とその他規則で定める理由によるもの

である職員が 当該退職後一定の期間

４ 第１項及び前項の規定による退職手

当の支給に係る退職が定年に達したこ

とその他規則で定める理由によるもの

である職員が、当該退職後一定の期間
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求職の申込みをしないことを希望する

場合において、規則で定めるところに

より、市長にその旨を申し出たとき

は、第１項中「当該各号に定める期間

」とあるのは「当該各号に定める期間

と、求職の申込みをしないことを希望

する一定の期間（１年を限度とする。

）に相当する期間を合算した期間（当

該求職の申込みをしないことを希望す

る一定の期間内に求職の申込みをした

ときは、当該各号に定める期間に当該

退職の日の翌日から当該求職の申込み

をした日の前日までの期間に相当する

期間を加算した期間）」と、「当該期間

内」とあるのは「当該合算した期間内

」と、前項中「支給期間」とあるのは

「第４項において読み替えられた第１

項に規定する支給期間」とし、当該退

職の日後に事業（その実施期間が３０

日未満のものその他規則で定めるもの

を除く。）を開始した職員その他これ

に準ずるものとして規則で定める職員

が規則で定めるところにより、市長に

その旨を申し出たときは、当該事業の

実施期間（当該実施期間の日数が４年

から第１項及びこの項の規定により算

定される期間の日数を除いた日数を超

える場合における当該超える日数を除

く。）は第１項及びこの項の規定によ

る期間に算入しない。 

求職の申込みをしないことを希望する

場合において、規則で定めるところに

より、市長にその旨を申し出たとき

は、第１項中「当該各号に定める期間

」とあるのは「当該各号に定める期間

と、求職の申込みをしないことを希望

する一定の期間（１年を限度とする。

）に相当する期間を合算した期間（当

該求職の申込みをしないことを希望す

る一定の期間内に求職の申込みをした

ときは、当該各号に定める期間に当該

退職の日の翌日から当該求職の申込み

をした日の前日までの期間に相当する

期間を加算した期間）」と、「当該期間

内」とあるのは「当該合算した期間内

」と、前項中「支給期間」とあるのは

「第４項において読み替えられた第１

項に規定する支給期間」とする   

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

      。 

５～１０ （略） ５～１０ （略） 

１１ 第１項、第３項及び第５項から前

項までに定めるもののほか、第１項又

は第３項の規定による退職手当の支給

を受けることができる者で次の各号の

１１ 第１項、第３項及び第５項から前

項までに定めるもののほか、第１項又

は第３項の規定による退職手当の支給

を受けることができる者で次の各号の
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規定に該当するものに対しては、それ

ぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手

当として、雇用保険法の規定による技

能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就

業促進手当、移転費又は求職活動支援

費の支給の条件に従い支給する。 

規定に該当するものに対しては、それ

ぞれ当該各号に掲げる金額を、退職手

当として、雇用保険法の規定による技

能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就

業促進手当、移転費又は求職活動支援

費の支給の条件に従い支給する。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 職業に就いたもの 雇用保険法第

５６条の３第３項に規定する就業促

進手当の額に相当する金額 

(4) 職業に就いたもの 雇用保険法第

５６条の２第３項に規定する就業促

進手当の額に相当する金額 

(5) 公共職業安定所、職業安定法第４

条第９項に規定する特定地方公共団

体若しくは同法第１８条の２に規定

する職業紹介事業者の紹介した職業

に就くため、又は市長が雇用保険法

の規定の例により指示した同法第５

８条第１項に規定する公共職業訓練

等を受けるため、その住所又は居所

を変更する者 同条第２項に規定す

る移転費の額に相当する金額 

(5) 公共職業安定所、職業安定法第４

条第８項に規定する特定地方公共団

体若しくは同法第１８条の２に規定

する職業紹介事業者の紹介した職業

に就くため、又は市長が雇用保険法

の規定の例により指示した同法第５

８条第１項に規定する公共職業訓練

等を受けるため、その住所又は居所

を変更する者 同条第２項に規定す

る移転費の額に相当する金額 

(6) （略） (6) （略） 

１２、１３ （略） １２、１３ （略） 

１４ 第１１項第４号に掲げる退職手当

の支給があったときは、第１項、第３

項又は第１１項の規定の適用について

は、次の各号に掲げる退職手当ごと

に、当該各号に定める日数分の第１項

又は第３項の規定による退職手当の支

給があったものとみなす。 

１４ 第１１項第４号に掲げる退職手当

の支給があったときは、第１項、第３

項又は第１１項の規定の適用について

は、次の各号に掲げる退職手当ごと

に、当該各号に定める日数分の第１項

又は第３項の規定による退職手当の支

給があったものとみなす。 

(1) 雇用保険法第５６条の３第１項第

１号イに該当する者に係る就業促進

手当に相当する退職手当 当該退職

手当の支給を受けた日数に相当する

日数 

(1) 雇用保険法第５６条の２第１項第

１号イに該当する者に係る就業促進

手当に相当する退職手当 当該退職

手当の支給を受けた日数に相当する

日数 

(2) 雇用保険法第５６条の３第１項第 (2) 雇用保険法第５６条の２第１項第
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１号ロに該当する者に係る就業促進

手当に相当する退職手当 当該就業

促進手当について同条第５項の規定

により基本手当を支給したものとみ

なされる日数に相当する日数 

１号ロに該当する者に係る就業促進

手当に相当する退職手当 当該就業

促進手当について同条第５項の規定

により基本手当を支給したものとみ

なされる日数に相当する日数 

１５ 第１１項の規定は、第５項又は第

６項の規定による退職手当の支給を受

けることができる者（第５項又は第６

項の規定により退職手当の支給を受け

た者であって、当該退職手当の支給に

係る退職の日の翌日から起算して１年

を経過していないものを含む。）及び

第７項又は第８項の規定による退職手

当の支給を受けることができる者（第

７項又は第８項の規定による退職手当

の支給を受けた者であって、当該退職

手当の支給に係る退職の日の翌日から

起算して６か月を経過していないもの

を含む。）について準用する。この場

合において、第１１項中「次の各号」

とあるのは「第４号から第６号まで」

と、「技能習得手当、寄宿手当、傷病

手当、就業促進手当」とあるのは「就

業促進手当」と読み替えるものとす

る。 

１５ 第１１項の規定は、第５項又は第

６項の規定による退職手当の支給を受

けることができる者（第５項又は第６

項の規定により退職手当の支給を受け

た者であって、当該退職手当の支給に

係る退職の日の翌日から起算して１年

を経過していないものを含む。）及び

第７項又は第８項の規定による退職手

当の支給を受けることができる者（第

７項又は第８項の規定による退職手当

の支給を受けた者であって、当該退職

手当の支給に係る退職の日の翌日から

起算して６箇月を経過していないもの

を含む。）について準用する。この場

合において、第１１項中「次の各号」

とあるのは「第４号から第６号まで」

と、「技能習得手当、寄宿手当、傷病

手当、就業促進手当」とあるのは「就

業促進手当」と読み替えるものとす

る。 

１６、１７ （略） １６、１７ （略） 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場

合等の退職手当の支給制限） 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場

合等の退職手当の支給制限） 

第１４条 退職をした者に対しまだ当該

退職に係る一般の退職手当等の額が支

払われていない場合において、次の各

号のいずれかに該当するときは、当該

退職に係る退職手当管理機関は、当該

退職をした者（第１号又は第２号に該

当する場合において、当該退職をした

第１４条 退職をした者に対しまだ当該

退職に係る一般の退職手当等の額が支

払われていない場合において、次の各

号のいずれかに該当するときは、当該

退職に係る退職手当管理機関は、当該

退職をした者（第１号又は第２号に該

当する場合において、当該退職をした
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者が死亡したときは、当該一般の退職

手当等の額の支払を受ける権利を承継

した者）に対し、第１２条第１項に規

定する事情及び同項各号に規定する退

職をした場合の一般の退職手当等の額

との権衡を勘案して、当該一般の退職

手当等の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うことができる。 

者が死亡したときは、当該一般の退職

手当等の額の支払を受ける権利を承継

した者）に対し、第１２条第１項に規

定する事情及び同項各号に規定する退

職をした場合の一般の退職手当等の額

との権衡を勘案して、当該一般の退職

手当等の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うことができる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中の

行為に関し法第２９条第３項の規定

による懲戒免職処分（以下「定年前

再任用短時間勤務職員に対する免職

処分」という。）を受けたとき。 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中の

行為に関し法第２９条第３項の規定

による懲戒免職処分（以下「再任用

職員        に対する免職

処分」という。）を受けたとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退

職をした者（定年前再任用短時間勤

務職員に対する免職処分の対象とな

る者を除く。）について、当該退職

後に当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続

いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたと

き。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退

職をした者（再任用職員     

   に対する免職処分の対象とな

る者を除く。）について、当該退職

後に当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続

いた在職期間中に懲戒免職等処分を

受けるべき行為をしたと認めたと

き。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

（退職をした者の退職手当の返納） （退職をした者の退職手当の返納） 

第１５条 退職をした者に対し当該退職

に係る一般の退職手当等の額が支払わ

れた後において、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該退職に係る退

職手当管理機関は、当該退職をした者

に対し、第１２条第１項に規定する事

情のほか、当該退職をした者の生計の

状況を勘案して、当該一般の退職手当

第１５条 退職をした者に対し当該退職

に係る一般の退職手当等の額が支払わ

れた後において、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該退職に係る退

職手当管理機関は、当該退職をした者

に対し、第１２条第１項に規定する事

情のほか、当該退職をした者の生計の

状況を勘案して、当該一般の退職手当
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等の額（当該退職をした者が当該一般

の退職手当等の支給を受けていなけれ

ば第１０条第３項、第６項又は第８項

の規定による退職手当の支給を受ける

ことができた者（次条及び第１７条に

おいて「失業手当受給可能者」とい

う。）であった場合には   、これ

らの規定により算出される金額（次条

及び第１７条において「失業者退職手

当額」という。）を除く。）の全部又は

一部の返納を命ずる処分を行うことが

できる。 

等の額（当該退職をした者が当該一般

の退職手当等の支給を受けていなけれ

ば第１０条第３項、第６項又は第８項

の規定による退職手当の支給を受ける

ことができた者（次条及び第１７条に

おいて「失業手当受給可能者」とい

う。）であった場合にあっては、これ

らの規定により算出される金額（次条

及び第１７条において「失業者退職手

当額」という。）を除く。）の全部又は

一部の返納を命ずる処分を行うことが

できる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中の

行為に関し定年前再任用短時間勤務

職員に対する免職処分を受けたと

き。 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中の

行為に関し再任用職員      

  に対する免職処分を受けたと

き。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退

職をした者（定年前再任用短時間勤

務職員に対する免職処分の対象とな

る職員を除く。）について、当該一

般の退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が、当該退

職をした者（再任用職員     

   に対する免職処分の対象とな

る職員を除く。）について、当該一

般の退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

（退職手当受給者の相続人からの退職

手当相当額の納付） 

（退職手当受給者の相続人からの退職

手当相当額の納付） 

第１７条 退職をした者（死亡による退

職の場合には、その遺族）に対し当該

退職に係る一般の退職手当等の額が支

払われた後において、当該一般の退職

手当等の額の支払を受けた者（以下こ

第１７条 退職をした者（死亡による退

職の場合には、その遺族）に対し当該

退職に係る一般の退職手当等の額が支

払われた後において、当該一般の退職

手当等の額の支払を受けた者（以下こ



100 

の条において「退職手当の受給者」と

いう。）が当該退職の日から６月以内

に第１５条第１項又は前条第１項の規

定による処分を受けることなく死亡し

た場合（次項から第５項までに規定す

る場合を除く。）において、当該退職

に係る退職手当管理機関が、当該退職

手当の受給者の相続人（包括受遺者を

含む。以下この項から第６項までにお

いて同じ。）に対し、当該退職の日か

ら６月以内に、当該退職をした者が当

該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたことを疑うに足りる相当な理

由がある旨の通知をしたときは、当該

退職手当管理機関は、当該通知が当該

相続人に到達した日から６月以内に限

り、当該相続人に対し、当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続い

た在職期間中に懲戒免職等処分を受け

るべき行為をしたと認められることを

理由として、当該一般の退職手当等の

額（当該退職をした者が失業手当受給

可能者であった場合には   、失業

者退職手当額を除く。）の全部又は一

部に相当する額の納付を命ずる処分を

行うことができる。 

の条において「退職手当の受給者」と

いう。）が当該退職の日から６月以内

に第１５条第１項又は前条第１項の規

定による処分を受けることなく死亡し

た場合（次項から第５項までに規定す

る場合を除く。）において、当該退職

に係る退職手当管理機関が、当該退職

手当の受給者の相続人（包括受遺者を

含む。以下この条       にお

いて同じ。）に対し、当該退職の日か

ら６月以内に、当該退職をした者が当

該一般の退職手当等の額の算定の基礎

となる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき行

為をしたことを疑うに足りる相当な理

由がある旨の通知をしたときは、当該

退職手当管理機関は、当該通知が当該

相続人に到達した日から６月以内に限

り、当該相続人に対し、当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の額の算

定の基礎となる職員としての引き続い

た在職期間中に懲戒免職等処分を受け

るべき行為をしたと認められることを

理由として、当該一般の退職手当等の

額（当該退職をした者が失業手当受給

可能者であった場合にあっては、失業

者退職手当額を除く。）の全部又は一

部に相当する額の納付を命ずる処分を

行うことができる。 

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日

から６月以内に第１５条第５項又は前

条第３項において準用する行政手続条

例第１５条第１項の規定による通知を

受けた場合において、第１５条第１項

又は前条第１項の規定による処分を受

２ 退職手当の受給者が、当該退職の日

から６月以内に第１５条第５項又は前

条第３項において準用する行政手続条

例第１５条第１項の規定による通知を

受けた場合において、第１５条第１項

又は前条第１項の規定による処分を受
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けることなく死亡したとき（次項から

第５項までに規定する場合を除く。）

は、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職手当の受給者の死亡の日

から６月以内に限り、当該退職手当の

受給者の相続人に対し、当該退職をし

た者が当該退職に係る一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認めら

れることを理由として、当該一般の退

職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合には 

  、失業者退職手当額を除く。）の

全部又は一部に相当する額の納付を命

ずる処分を行うことができる。 

けることなく死亡したとき（次項から

第５項までに規定する場合を除く。）

は、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職手当の受給者の死亡の日

から６月以内に限り、当該退職手当の

受給者の相続人に対し、当該退職をし

た者が当該退職に係る一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認めら

れることを理由として、当該一般の退

職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合にあっ

ては、失業者退職手当額を除く。）の

全部又は一部に相当する額の納付を命

ずる処分を行うことができる。 

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以

下この項から第５項までにおいて同

じ。）が、当該退職の日から６月以内

に基礎在職期間中の行為に係る刑事事

件に関し起訴をされた場合（第１３条

第１項第１号に該当する場合を含む。

次項において同じ。）において、当該

刑事事件につき判決が確定することな

く、かつ、第１５条第１項の規定によ

る処分を受けることなく死亡したとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職手当の受給者の死亡の日

から６月以内に限り、当該退職手当の

受給者の相続人に対し、当該退職をし

た者が当該退職に係る一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認めら

れることを理由として、当該一般の退

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以

下この項から第５項までにおいて同

じ。）が、当該退職の日から６月以内

に基礎在職期間中の行為に係る刑事事

件に関し起訴をされた場合（第１３条

第１項第１号に該当する場合を含む。

次項において同じ。）において、当該

刑事事件につき判決が確定することな

く、かつ、第１５条第１項の規定によ

る処分を受けることなく死亡したとき

は、当該退職に係る退職手当管理機関

は、当該退職手当の受給者の死亡の日

から６月以内に限り、当該退職手当の

受給者の相続人に対し、当該退職をし

た者が当該退職に係る一般の退職手当

等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中に懲戒免職等

処分を受けるべき行為をしたと認めら

れることを理由として、当該一般の退
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職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合には 

  、失業者退職手当額を除く。）の

全部又は一部に相当する額の納付を命

ずる処分を行うことができる。 

職手当等の額（当該退職をした者が失

業手当受給可能者であった場合にあっ

ては、失業者退職手当額を除く。）の

全部又は一部に相当する額の納付を命

ずる処分を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日

から６月以内に基礎在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し起訴をされた場

合において、当該刑事事件に関し禁錮

以上の刑に処せられた後において第１

５条第１項の規定による処分を受ける

ことなく死亡したときは、当該退職に

係る退職手当管理機関は、当該退職手

当の受給者の死亡の日から６月以内に

限り、当該退職手当の受給者の相続人

に対し、当該退職をした者が当該刑事

事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

ことを理由として、当該一般の退職手

当等の額（当該退職をした者が失業手

当受給可能者であった場合には   

 、失業者退職手当額を除く。）の全

部又は一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日

から６月以内に基礎在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し起訴をされた場

合において、当該刑事事件に関し禁錮

以上の刑に処せられた後において第１

５条第１項の規定による処分を受ける

ことなく死亡したときは、当該退職に

係る退職手当管理機関は、当該退職手

当の受給者の死亡の日から６月以内に

限り、当該退職手当の受給者の相続人

に対し、当該退職をした者が当該刑事

事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

ことを理由として、当該一般の退職手

当等の額（当該退職をした者が失業手

当受給可能者であった場合にあって

は、失業者退職手当額を除く。）の全

部又は一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。 

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日

から６月以内に当該退職に係る一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中の行

為に関し定年前再任用短時間勤務職員

に対する免職処分を受けた場合におい

て、第１５条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職手当の受給者の死亡の日から６

月以内に限り、当該退職手当の受給者

の相続人に対し、当該退職をした者が

５ 退職手当の受給者が、当該退職の日

から６月以内に当該退職に係る一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる職

員としての引き続いた在職期間中の行

為に関し再任用職員        

に対する免職処分を受けた場合におい

て、第１５条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当

該退職に係る退職手当管理機関は、当

該退職手当の受給者の死亡の日から６

月以内に限り、当該退職手当の受給者

の相続人に対し、当該退職をした者が
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当該行為に関し定年前再任用短時間勤

務職員に対する免職処分を受けたこと

を理由として、当該一般の退職手当等

の額（当該退職をした者が失業手当受

給可能者であった場合には   、失

業者退職手当額を除く。）の全部又は

一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。 

当該行為に関し再任用職員     

   に対する免職処分を受けたこと

を理由として、当該一般の退職手当等

の額（当該退職をした者が失業手当受

給可能者であった場合にあっては、失

業者退職手当額を除く。）の全部又は

一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。 

６～８ （略） ６～８ （略） 

附 則 附 則 

（退職手当の調整） （退職手当の調整） 

６ 当分の間、３５年以下の期間勤続し

て退職した者に対する退職手当の基本

額は、第３条から第５条の３まで及び

附則第１４項から第２１項までの規定

により計算した額にそれぞれ１００分

の８３．７を乗じて得た額とする。こ

の場合において、第６条の５第１項中

「前条」とあるのは、「前条並びに附

則第６項」とする。 

６ 当分の間、３５年以下の期間勤続し

て退職した者に対する退職手当の基本

額は、第３条から第５条の３まで  

              の規定

により計算した額にそれぞれ１００分

の８３．７を乗じて得た額とする。こ

の場合において、第６条の５第１項中

「前条」とあるのは、「前条並びに附

則第６項」とする。 

７ 当分の間、３６年以上４２年以下の

期間勤続して退職した者で第３条第１

項の規定に該当する退職をしたものに

対する退職手当の基本額は、同項又は

第５条の２及び附則第１６項の規定に

より計算した額に前項に定める割合を

乗じて得た額とする。 

７ 当分の間、３６年以上４２年以下の

期間勤続して退職した者で第３条第１

項の規定に該当する退職をしたものに

対する退職手当の基本額は、同項又は

第５条の２        の規定に

より計算した額に前項に定める割合を

乗じて得た額とする。 

８ 当分の間、３５年を超える期間勤続

して退職した者で第５条又は附則第１

５項の規定に該当する退職をしたもの

に対する退職手当の基本額は、その者

の勤続期間を３５年として附則第６項

の規定の例により計算して得られる額

とする。 

８ 当分の間、３５年を超える期間勤続

して退職した者で第５条      

  の規定に該当する退職をしたもの

に対する退職手当の基本額は、その者

の勤続期間を３５年として附則第６項

の規定の例により計算して得られる額

とする。 

１１ 令和７年３月３１日以前に退職し １１ 令和４年３月３１日以前に退職し
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た職員に対する第１０条第１０項の規

定の適用については、同項中「第２８

条まで」とあるのは「第２８条まで及

び附則第５条」と、同項第２号中「イ

 雇用保険法第２２条第２項に規定す

る厚生労働省令で定める理由により就

職が困難な者であって、同法第２４条

の２第１項第２号に掲げる者に相当す

る者として規則で定める者に該当し、

かつ、市長が同項に規定する指導基準

に照らして再就職を促進するために必

要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると

認めたもの」とあるのは「 

た職員に対する第１０条第１０項の規

定の適用については、同項中「第２８

条まで」とあるのは「第２８条まで及

び附則第５条」と、同項第２号中「イ

 雇用保険法第２２条第２項に規定す

る厚生労働省令で定める理由により就

職が困難な者であって、同法第２４条

の２第１項第２号に掲げる者に相当す

る者として規則で定める者に該当し、

かつ、市長が同項に規定する指導基準

に照らして再就職を促進するために必

要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると

認めたもの」とあるのは「 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定

する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であって、同法第

２４条の２第１項第２号に掲げる者

に相当する者として規則で定める者

に該当し、かつ、市長が同項に規定

する指導基準に照らして再就職を促

進するために必要な職業安定法第４

条第４項に規定する職業指導を行う

ことが適当であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法

附則第５条第１項に規定する地域内

に居住し、かつ、市長が同法第２４

条の２第１項に規定する指導基準に

照らして再就職を促進するために必

要な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの（アに掲げる者を除

く。） 

イ 雇用保険法第２２条第２項に規定

する厚生労働省令で定める理由によ

り就職が困難な者であって、同法第

２４条の２第１項第２号に掲げる者

に相当する者として規則で定める者

に該当し、かつ、市長が同項に規定

する指導基準に照らして再就職を促

進するために必要な職業安定法第４

条第４項に規定する職業指導を行う

ことが適当であると認めたもの 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法

附則第５条第１項に規定する地域内

に居住し、かつ、市長が同法第２４

条の２第１項に規定する指導基準に

照らして再就職を促進するために必

要な職業安定法第４条第４項に規定

する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの（アに掲げる者を除

く。） 

」とする。 」とする。 

１３ （略） １３ （略） 
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１４  当分の間、第４条第１項の規定

は、１１年以上２５年未満の期間勤続

した者であって、６０歳に達した日以

後その者の非違によることなく退職し

た者（定年の定めのない職を退職した

者及び同項又は同条第２項の規定に該

当する者を除く。）に対する退職手当

の基本額について準用する。この場合

における第３条の規定の適用について

は、同条第１項中「又は第５条」とあ

るのは、「、第５条又は附則第１４項

」とする。 

 

１５  当分の間、第５条第１項の規定

は、２５年以上の期間勤続した者であ

って、６０歳に達した日以後その者の

非違によることなく退職した者（定年

の定めのない職を退職した者及び同条

第１項又は第２項の規定に該当する者

を除く。）に対する退職手当の基本額

について準用する。この場合における

第３条の規定の適用については、同条

第１項中「又は第５条」とあるのは、

「、第５条又は附則第１５項」とす

る。 

 

１６ 西条市職員の給与に関する条例附

則第１４項の規定による職員の給料月

額の改定は、給料月額の減額改定に該

当しないものとする。 

 

１７ 当分の間、第４条第１項第４号並

びに第５条第１項第３号、第６号及び

第７号に掲げる者に対する第５条の３

及び第６条の３の規定の適用について

は、第５条の３本文中「定年に達する

日」とあるのは「６０歳に達する日」

と、第５条の３の表第４条第１項及び
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第５条第１項の項、第５条の２第１項

第１号の項及び第５条の２第１項第２

号の項並びに第６条の３の表第６条の

項、第６条の２第１号の項及び第６条

の２第２号の項中「その者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との

差に相当する年数１年につき」とある

のは「その者に係る６０歳と退職の日

におけるその者の年齢との差に相当す

る年数１年につき」とする。 

１８ 当分の間、第４条第１項第４号並

びに第５条第１項第３号、第６号及び

第７号に掲げる者（退職の日において

定められているその者に係る定年が６

０歳を超える者に限る。）（規則で定め

る者を除く。）に対する第５条の３及

び第６条の３の規定の適用について

は、第５条の３本文中「６月」とある

のは「零月」と、同条の表第４条第１

項及び第５条第１項の項、第５条の２

第１項第１号の項及び第５条の２第１

項第２号の項並びに第６条の３の表第

６条の項、第６条の２第１号の項及び

第６条の２第２号の項中「１００分の

３（退職の日において定められている

その者に係る定年と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数が

１年である職員にあっては、１００分

の２）」とあるのは「１００分の３」

とする。 

 

１９ 当分の間、第４条第１項第４号及

び第５条第１項（第１号及び第５号を

除く。）に規定する者に対する第５条

の３の規定の適用及び第８条の２の規

定の適用については、第５条の３本文
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及び第８条の２第１項第１号中「２０

年を」とあるのは「１５年を」とする

ほか、第５条の３本文中「退職の日に

おいて定められているその者に係る定

年」とあり、及び第８条の２第１項第

１号中「定年」とあるのは「６０歳」

とする。 

２０ 当分の間、第５条第１項第２号及

び第４号に掲げる者が６０歳に達する

日前に退職したときにおける第５条の

３及び第６条の３の規定の適用につい

ては、第５条の３の表第４条第１項及

び第５条第１項の項、第５条の２第１

項第１号の項及び第５条の２第１項第

２号の項並びに第６条の３の表第６条

の項、第６条の２第１号の項及び第６

条の２第２号の項中「１００分の３

（退職の日において定められているそ

の者に係る定年と退職の日におけるそ

の者の年齢との差に相当する年数が１

年である職員にあっては、１００分の

２）」とあるのは、「６０歳と退職の日

におけるその者の年齢との差に相当す

る年数に１００分の３を乗じて得た割

合を退職の日において定められている

その者に係る定年と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数で

除して得た割合」とする。 

 

２１ 当分の間、第５条第１項第２号及

び第４号に掲げる者が６０歳に達した

日以後に退職したときにおける第５条

の３及び第６条の３の規定の適用につ

いては、第５条の３の表第４条第１項

及び第５条第１項の項、第５条の２第

１項第１号の項及び第５条の２第１項
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第２号の項並びに第６条の３の表第６

条の項、第６条の２第１号の項及び第

６条の２第２号の項中「１００分の３

（退職の日において定められているそ

の者に係る定年と退職の日におけるそ

の者の年齢との差に相当する年数が１

年である職員にあっては、１００分の

２）」とあるのは、「１００分の２を退

職の日において定められているその者

に係る定年と退職の日におけるその者

の年齢との差に相当する年数で除して

得た割合」とする。 
  

（西条市水道事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１４条 西条市水道事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１６年

西条市条例第１９９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 水道事業企業職員で常時勤務を

要するもの及び地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２２条の４第

１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（以下「定年前再任用短時間勤

務職員」という。）（以下これらを「職

員」という。）の給与の種類は、給料

及び手当とする。 

第２条 水道事業企業職員で常時勤務を

要するもの及び地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２８条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占め

るもの（以下           

               「職

員」という。）の給与の種類は、給料

及び手当とする。 

２、３ （略） ２、３ （略） 

（住居手当） （住居手当） 

第７条 住居手当は、次の各号のいずれ

かに該当する職員に対して支給する。 

第７条 住居手当は、次の各号のいずれ

かに該当する職員に対して支給する。 

(1) 自ら居住するため住宅（貸間を含

む。          ）を借り

受け、             

(1) 自ら居住するため住宅（貸間を含

む。第３号において同じ。）を借り

受け、月額１２，０００円を超える
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家賃（使用料を含む。以下同じ。）

を支払っている職員（管理者が定め

る職員を除く。） 

家賃（使用料を含む。以下同じ。）

を支払っている職員（管理者が定め

る職員を除く。） 

(2) 第９条の規定により単身赴任手当

を支給される職員（以下「単身赴任

職員」という。）で、配偶者が居住

するための住宅（管理者が定める住

宅を除く。）を借り受け、    

         家賃を支払って

いるもの又はこれらのものとの権衡

上必要があると認められるものとし

て管理者が定めるもの 

(2) 第９条の規定により単身赴任手当

を支給される職員（以下「単身赴任

職員」という。）で、配偶者が居住

するための住宅（管理者が定める住

宅を除く。）を借り受け、月額１２

，０００円を越える家賃を支払って

いるもの又はこれらのものとの権衡

上必要があると認められるものとし

て管理者が定めるもの 

（給与の減額） （給与の減額） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大

学その他の教育施設における修学のた

め１週間の勤務時間の一部を勤務しな

いことをいう。）         

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

               の承

認を受けて勤務しない場合には、第１

項の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大

学その他の教育施設における修学のた

め１週間の勤務時間の一部を勤務しな

いことをいう。）又は高齢者部分休業

（当該職員が西条市職員の高齢者部分

休業に関する条例（平成２９年西条市

条例第１１号）第２条第３号に定める

年齢に達した日以後の日で申請におい

て示した日から当該職員に係る定年退

職日（西条市職員の定年等に関する条

例（平成１６年西条市条例第２６号）

第２条に規定する定年退職日をいう。

）までの期間中、１週間の勤務時間の

一部を勤務しないことをいう。）の承

認を受けて勤務しない場合には、第１

項の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

（特定の職員についての適用除外） （特定の職員についての適用除外） 

第２３条 第５条、第６条、第７条、第 第２３条 第５条、第６条、第７条、第
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９条及び第１８条の規定は、地方公務

員の育児休業等に関する法律第１８条

第１項の規定により任期を定めて採用

された職員又は定年前再任用短時間勤

務職員              

              には適

用しない。 

９条及び第１８条の規定は、地方公務

員の育児休業等に関する法律第１８条

第１項の規定により任期を定めて採用

された職員又は地方公務員法第２８条

の４第１項若しくは第２８条の５第１

項の規定により採用された職員には適

用しない。 

  （西条市職員の再任用に関する条例及び西条市職員の高齢者部分休業に関する条

例の廃止） 

第１５条 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 西条市職員の再任用に関する条例（平成１６年西条市条例第２７号） 

(2) 西条市職員の高齢者部分休業に関する条例（平成２９年西条市条例第１１号） 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１３条中西条市職

員退職手当条例第２条第２項、第１０条第２項、第４項、第１１項及び第１５項

並びに附則第１１項の改正規定並びに附則第１１条及び第１７条第３項の規定は、

公布の日から施行する。 

（勤務延長に関する経過措置） 

第２条 任命権者は、施行日（この条例の施行の日をいう。以下同じ。）前に第１条

の規定による改正前の西条市職員の定年等に関する条例（以下「旧条例」という。

）第４条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ、かつ、旧条例勤務

延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。

以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下この項において

「旧条例勤務延長職員」という。）について、旧条例勤務延長期限又はこの項の規

定により延長された期限が到来する場合において、第１条の規定による改正後の

西条市職員の定年等に関する条例（以下「新条例」という。）第４条第１項各号に

掲げる事由があると認めるときは、市長の承認を得て、これらの期限の翌日から

起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期

限は、当該旧条例勤務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年退職日の翌日

から起算して３年を超えることができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１

年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準

日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年（新条例第３条に規

定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日が施
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行日である場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）を超

える職（基準日における新条例定年が新条例第３条に規定する定年である職に限

る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された職その他の市長が規則で定める

職に、基準日から基準日の翌年の３月３１日までの間に新条例第４条第１項若し

くは第２項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。

以下「令和３年改正法」という。）附則第３条第５項又は前項の規定により勤務し

ている職員のうち、基準日の前日において同日における当該職に係る新条例定年

（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定す

る定年）に達している職員（当該市長が規則で定める職にあっては、市長が規則

で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務について

準用する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初

の３月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて「特定年齢到達年度の末

日」という。）までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を

要する職に係る旧条例定年（旧条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）

（施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が

変更された職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場

合における旧条例定年に準じた当該職に係る年齢。次条第１項において同じ。）に

達している者を、従前の勤務実績その他の市長が規則で定める情報に基づく選考

により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用す

ることができる。 

(1) 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

(2) 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は

前条第１項の規定により勤務した後退職した者 

(3) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるもの 

(4) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方

公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この

項若しくは次項、次条第１項若しくは第２項、附則第５条第１項若しくは第２

項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。次

項第６号において同じ。）をされたことがあるもの 
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２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到

達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を

要する職に係る新条例定年に達しているものを、従前の勤務実績その他の市長が

規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当

該常時勤務を要する職に採用することができる。 

(1) 施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者 

(2) 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職し

た者 

(3) 施行日以後に新条例第１２条の規定により採用された者のうち、令和３年改

正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）第２２条

の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(4) 施行日以後に新条例第１３条第１項の規定により採用された者のうち、新地

方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４

第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(5) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にあるも

の 

(6) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定

再任用をされたことがあるもの 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内

で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用

する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前

でなければならない。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項、附則第５

条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により採用

された職員をいう。以下この項及び次項において同じ。）の前項の規定による任期

の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直前の任期における勤務実績が良好で

ある場合に行うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再

任用職員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、組合（地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２８４条第１項に規定する地方公共団体の組合をいう。次項及

び附則第６条において同じ。）における前条第１項各号に掲げる者のうち、特定年

齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤

務を要する職に係る旧条例定年に達しているものを、従前の勤務実績その他の市
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長が規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、

当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、組

合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある

者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新条例定年に

達しているものを、従前の勤務実績その他の市長が規則で定める情報に基づく選

考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用

することができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、附則

第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者

であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新条例第１２条に規定す

る短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の

職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種

の職を占めているものとした場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置

された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短

時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置されていたものとした場

合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該職と

同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る

年齢）をいう。次条第１項において同じ。）に達しているものを、従前の勤務実績

その他の市長が規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で

任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４

項の規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達

年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の

職に係る新条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要す

る職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合に

おける新条例定年をいう。次条第２項及び附則第１０条において同じ。）に達して

いるもの（新条例第１２条の規定により当該短時間勤務の職に採用することがで

きる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の市長が規則で定める情報に基づく選

考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用する

ことができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第２２条の５第

３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、

組合における附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日



114 

までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る旧

条例定年相当年齢に達しているものを、従前の勤務実績その他の市長が規則で定

める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間

勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほか、新

地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４

第４項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第２項各号に掲げる者のう

ち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようと

する短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢に達しているもの（新条例第１３

条第１項の規定により当該短時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、

従前の勤務実績その他の市長が規則で定める情報に基づく選考により、１年を超

えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施

行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例第３条に規定する定

年に準じた当該職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務

員法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における

令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員

法第２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和

３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第

２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設

置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要す

る職でその職務が前項に規定する職と同種の職を占めているものとしたときにお

ける旧条例定年に準じた前項に規定する職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び

職員） 

第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、
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当該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が適用される間における各年

の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日に設置

されていたものとした場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日

における新条例定年を超える職とする。 

(1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

(2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含

む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る

新条例定年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が

基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に

係る新条例定年に達している職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

第１０条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年

４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日

の翌年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前

日における新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新条例

定年相当年齢が新条例第３条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及び

これに相当する基準日以後に設置された短時間勤務の職その他の市長が規則で定

める短時間勤務の職（以下この条において「新条例原則定年相当年齢引上げ短時

間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新条例第１２条に規定する年齢６０

年以上退職者となった者（基準日前から新条例第４条第１項又は第２項の規定に

より勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日において

同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年

相当年齢に達している者（当該市長が規則で定める短時間勤務の職にあっては、

市長が規則で定める者）を、新条例第１２条又は第１３条第１項の規定により採

用することができず、新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例第

１２条又は第１３条第１項の規定により採用された職員（以下この条において

「定年前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日にお

ける当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢

に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該市長が規則で定める短時間勤務

の職にあっては、市長が規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、

降任し、又は転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第１１条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢６
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０年とする。 

（西条市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正に伴う経過措置

） 

第１２条 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しく

は第３項の規定により採用された職員は、第２条の規定による改正後の西条市人

事行政の運営等の状況の公表に関する条例第３条の法第２２条の４第１項に規定

する短時間勤務の職を占める職員とみなす。 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１３条 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは

第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員は、第６条の規定による改正後の公益的法人等への職員の派

遣等に関する条例第２条第２項第１号に規定する地方公務員法第２２条の４第１

項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員とみなす。 

（西条市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１４条 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（これ

らの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）、第５条第１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項（これ

らの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）又は第７条第１項から第４項までの規定により採用された職員をいう。

）で地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものは、

第７条の規定による改正後の西条市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条

第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同条例の規定を適用

する。 

（西条市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１５条 第１１条の規定による改正後の西条市職員の給与に関する条例（以下「新

職員給与条例」という。）附則第１４項から第２１項までの規定は、令和３年改正

法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

２ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１項若しくは第３

項の規定により採用された職員（以下この条において「暫定再任用職員」という。

）の給料月額は、当該暫定再任用職員が新職員給与条例第４条第１２項に規定す

る定年前再任用短時間勤務職員（以下この条において「定年前再任用短時間勤務

職員」という。）であるものとした場合に適用される新職員給与条例別表第１の定

年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、新職員給与条例第

３条第３項に規定する当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

３ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３

項の規定により採用された職員（以下この条において「暫定再任用短時間勤務職
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員」という。）の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再任用短時

間勤務職員であるものとした場合に適用される新職員給与条例別表第１の定年前

再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、新職員給与条例第３条

第３項に規定する当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、

西条市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第３項の規定により定められ

た当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で

除して得た数（同条第５項の規定により勤務時間を定められた者にあっては、そ

の者の５２週間についての１週間当たりの勤務時間を３８時間４５分で除して得

た数）を乗じて得た額とする。 

４ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員

とみなして、新職員給与条例第１９条第３項、第１９条の４第２項第２号及び第

１９条の５第２項の規定を適用する。 

５ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新職員

給与条例第９条第２項第２号及び第１３条第２項の規定を適用する。 

６ 前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員に関

し必要な事項は、市長が規則で定める。 

（西条市技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正に伴う経過

措置） 

第１６条 令和３年改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員

は、第１２条の規定による改正後の西条市技能労務職員の給与の種類及び基準を

定める条例（以下「新技能労務職員給与条例」という。）第２条第１項に規定する

定年前再任用短時間勤務職員とみなす。 

２ 新技能労務職員給与条例第１７条の規定は、令和３年改正法附則第４条第１項又

は第２項の規定により採用された職員について準用する。 

（西条市職員退職手当条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１７条 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項、第５

条第１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項から第

４項までの規定により採用された職員をいう。）に対する第１３条の規定による改

正後の西条市職員退職手当条例（以下「新退職手当条例」という。）第２条第１項

の規定の適用については、同項中「（以下「職員」という。）」とあるのは、「（地方

公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若し

くは第２項、第５条第１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項又は第

７条第１項から第４項までの規定により採用された職員を除く。以下「職員」と

いう。）」とする。 

２ 新退職手当条例第１０条第４項の規定は、附則第１条ただし書に規定する施行の

日以後に同項の事業を開始した職員その他これに準ずるものとして同項の規則で



118 

定める職員に該当するに至った者について適用する。 

３ 新退職手当条例第２条第２項及び第１０条第２項の規定は、令和４年１０月１日

以後の期間における退職手当の支給の基礎となる勤続期間の計算について適用し、

同日前の当該期間の計算については、なお従前の例による。 

（西条市水道事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う

経過措置） 

第１８条 令和３年改正法附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員

は、第１４条の規定による改正後の西条市水道事業企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例（以下「新水道事業企業職員給与条例」という。）第２条第１項に

規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなす。 

２ 新水道事業企業職員給与条例第２３条の規定は、令和３年改正法附則第４条第１

項又は第２項の規定により採用された職員について準用する。 
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提案理由 

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）が施行されること

等に伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第９８号 

 

西条市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償条例の一部を改正す

る条例について 

 

 西条市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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   西条市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償条例の一部を改正す 

る条例 

 西条市議会議員の議員報酬、期末手当及び費用弁償条例（平成２０年西条市条例第

１７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（議員報酬の額） （議員報酬の額） 

第２条 議員報酬の月額は、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。 

第２条 議員報酬の月額は、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。 

(1) 議長 ５０２，０００円 (1) 議長 ４５６，０００円 

(2) 副議長 ４３９，０００円 (2) 副議長 ３９３，０００円 

(3) 議員 ４１２，０００円 (3) 議員 ３６６，０００円 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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提案理由 

議員報酬を改定するため、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第９９号 

 

西条市小松まちづくり開発センター設置及び管理条例を廃止する条例に

ついて 

 

西条市小松まちづくり開発センター設置及び管理条例を廃止する条例を次のよう

に定める。 

 

令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久 
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西条市小松まちづくり開発センター設置及び管理条例を廃止する条例 

西条市小松まちづくり開発センター設置及び管理条例（平成１６年西条市条例第

１７４号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（西条市公共施設使用料減免条例の一部改正） 

２ 西条市公共施設使用料減免条例（平成１６年西条市条例第１１５号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

１～４３ （略）  
 

１～４３ （略）  

４４ 西条市小松まちづく

り開発センター 
 

備考 （略） 備考 （略） 

（経過措置） 

３ この条例の施行の日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 
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提案理由 

令和４年度末をもって西条市小松まちづくり開発センターの運営を終了すること

に伴い、条例を廃止しようとするものである。 
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報告第２２号 

 

市道横黒中１号線の道路陥没箇所における負傷事故に伴う和解及び損害 

賠償の額の決定の専決処分について 

 

 市道横黒中１号線の道路陥没箇所における負傷事故に伴い、次のとおり和解するこ

と及び損害賠償の額を決定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号

）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定

によりこれを報告する。 

 

  令和４年１１月２９日提出 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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専決第７号 

 

   専決処分書 

 

 市道横黒中１号線の道路陥没箇所における負傷事故に伴う和解及び損害賠償の額の

決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、次のとおり専決処分する。 

 

  令和４年１１月１１日 

 

西条市長  玉 井 敏 久   
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１ 和解の相手方 

  省略 

 

２ 和解の内容 

(1) 治療関係費、休業補償費及び慰謝料を、道路賠償責任保険から支払われる損害 

賠償金の範囲内で相手方に支払う。 

(2) 損害賠償の額 

治療関係費等に係る額 金１６５，４０８円 

(3) 本件示談のほか、双方の間には一切の債権債務関係がないことを確認する。 

(4) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしないことを誓約する。 
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提案理由 

 市道横黒中１号線の道路陥没箇所における負傷事故について、相手方と示談によ

る解決を図るため専決処分したので、これを報告するものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （議会の委任による専決処分） 

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により

特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にするこ

とができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会

に報告しなければならない。 

 


